
令和６年度松阪市介護保険サービス
事業者等集団指導

令和6年7月18日（木）

松阪市福祉会館3階大会議室

松阪市介護保険課

第1部 地域密着型サービス 10時～12時

1. あいさつ

2.（1）介護保険サービス事業者のための労働基準法のポイント

（2）腰痛予防のための安全衛生活動チェックポイント

松阪労働基準監督署

3. 令和5年度運営指導の状況について

松阪市介護保険課

4. 令和6年度介護報酬改定について

松阪市介護保険課



5. 介護職員等処遇改善加算について

松阪市介護保険課

6. 介護サービス相談員について

松阪市介護保険課

7. アンケートについて

松阪市介護保険課
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令和５年度

松阪市介護保険サービス事業者等運営指導
の状況について

1

「令和5年度松阪市介護保険サービス事業者等指導実施計画」に基づき、運営指導を実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観点から、市役所内で書面審査を行った後、事業者を訪問し
当日講評を実施しました

対象サービス

夜間対応型訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（介護予防）認知症対応型通所介護

（介護予防）小規模多機能型居宅介護

（介護予防）認知症対応型共同生活介護

地域密着型通所介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（併設する（介護予防）短期入所生活介護を含む）

看護小規模多機能型居宅介護

介護予防支援

居宅介護支援
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運営指導事業所数

地域密着型通所介護 9

居宅介護支援 7

（介護予防）認知症対応型

共同生活介護 4

（介護予防）短期入所

生活介護 4

地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護 2

3

23

4

14

18
17

16

9

3

1

4

7

0

5

10

15

20

25

内
容
及
び
手
続
の
説
明
及
び
同
意

指
定
居
宅
介
護
支
援
等
の
具
体
的
取
扱
方
針

秘
密
保
持
等

広
告

運
営
規
程

勤
務
体
制
の
確
保
等

計
画
の
作
成

変
更
の
届
出
等

管
理
者
の
責
務

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
記
録

従
業
員
の
員
数

指導結果

4



5

6

1
2

4 4
5

1

13

18

16

7

1
2

0

5

10

15

20

25

苦
情
処
理

地
域
と
の
連
携
等

事
故
発
生
時
の
対
応

非
常
災
害
対
策

身
体
拘
束
等
の
禁
止

費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準

設
備
及
び
備
品
等

※

業
務
継
続
計
画
の
策
定
等

※

虐
待
の
防
止

※

感
染
症
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防
止

の
た
め
の
措
置

※

認
知
症
介
護
に
係
る
基
礎
的
な
研
修

の
受
講

※

栄
養
管
理

※

口
腔
衛
生
の
管
理

指導結果

6

主な指導内容

1.内容及び手続の説明及び同意

 重要事項説明書を適切な内容に改めてください

• 令和3年度介護報酬改定により変更となった報酬単位数・加算の名称及びそ
の内容等

• 利用料金の記載方法

• 職員の体制（常勤・非常勤、専従・兼務の体制）

• 第三者評価の実施状況（居宅介護支援を除く）

• サービス利用料金について、償還払いの利用者に対する説明を記載

• 事故発生時の対応について

• 衣服等洗濯代を徴収（通所介護）

• 代筆者欄の追加（同意欄）

• 通常の事業の実施地域

運営規程及び介護サービス情報
公表システムの内容との齟齬が

多く見受けられました
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2.指定居宅介護支援等の具体的取扱方針

 モニタリングについて、特段の事情により利用者の居宅を訪問し利用者
に面接できない場合は、その具体的な内容について支援経過等に記録し
てください。

 居宅サービス計画の原案を作成した場合は、その内容についてサービス
提供開始より前に利用者またはその家族に説明し、文書により同意を得
たうえで、居宅サービス計画書を利用者に交付してください。

 軽微な変更であると判断した場合は、現行の居宅サービス計画書に変更
時点やその理由を記載するとともに、その内容について利用者の同意を
得たことを支援経過等で明らかにしてください。

 サービス担当者会議は、新たに追加した指定居宅サービス等の担当者だ
けではなく、居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス等の
すべての担当者の参加を求めてください。

 援助目標を明確にしてください。また、利用者本人の署名による同意を
得てください。代筆の場合は代筆であることを記載してください。
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3.秘密保持等

 利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を
用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得てください。

 従業者及び従業者であった者が、正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又
は家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じてください。

 利用者の「個人情報使用同意書」において、利用者が自署できない場合も想定
し、代筆欄を設ける等してください。

4.広告
 介護サービス情報公表システムからホームページへリンクできません。
 介護サービス情報公表システムに掲載されている内容について改めてください。
・従業者の情報
・サービス提供時間・苦情対応時間
・サービス提供地域外での交通費とその算定方法
・介護報酬の加算状況
・入居・退去条件
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5. 計画の作成

 居宅サービス計画とサービス提供時間や援助内容が異なる通所介護計画があり
ました。居宅サービス計画の内容に沿って作成してください。

 短期目標の設定期間が長期目標よりも長くなっており、かつ認定有効期間を超
えた計画となっているケースがありました。適切に作成してください。

 計画作成時は、利用者又は家族に対して説明し、利用者の同意を書面にて得て
ください。代筆の場合は、代筆したことがわかるように記載してください。

6.勤務体制の確保
 管理者と介護支援専門員との兼務について辞令等で明確にしてください。
 雇用契約書に兼務する職種について記載がない職員がいました。従事する業務の

内容を辞令等で明確にしてください。また、兼務者については勤務表において職
種を分けて作成してください。

 職場におけるハラスメントを防止するための方針の明確化等必要な措置を講じて
ください。

 職員の配置について、適切にサービス提供ができるよう、従業者の勤務の体制を
定めてください。
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7.変更の届出等

 運営規程に変更があった場合は、10日以内にその旨を市長に届け出てくださ
い。

 協力医療機関・協力歯科医療機関に変更があった場合は、10日以内にその旨を
市長に届け出てください。

9.サービスの提供の記録
 入居に際しては入居の年月日及び入居している共同生活住居の名称を、退去に際
しては退去の年月日を、利用者の被保険者証に記載してください。

8.管理者の責務
 兼務する従業者について、それぞれ勤務する時間を区別し、また、勤務日誌等で
業務の実施状況の把握及び確認が取れるよう適切に管理してください。
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10.従業員の員数

 共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯に介護従事者を常勤換算方法で利用者
が3又はその端数を増すごとに1以上配置してください。また当該時間帯において常
に介護従業者を1以上確保してください。

 月の勤務時間が160時間を超えた場合は、常勤換算方法の勤務時間に算入できませ
ん。勤務表を区別して作成する等人員基準が遵守されているか確認できるようにし
てください。

 単位ごとに、専ら介護の提供にあたる看護職員を1以上配置してください。

11.苦情処理
 利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付ける

ための窓口等の設置等の必要な措置（苦情処理の体制及び手順等貴事業所における苦
情を処理する措置の概要について明らかにする等）を講じてください。
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12.地域との連携等

 新型コロナウイルスが5類感染症となり、運営推進会議を中止・延期・書面開催
等の臨時的な取り扱いが廃止されました。よって、必要回数以上運営推進会議
を開催（テレビ電話装置等も可）、活動状況を報告し評価を受け、参加者から
必要な要望、助言等を聴く機会を設けてください。

13.事故発生時の対応
 サービス提供により事故が発生した場合は、要報告事故・報告不要事故・ヒヤリ

ハットと区別して記録を残してください。

14.非常災害対策
 防災訓練について、非常災害対策マニュアルに沿って、年2回の避難救出等の訓練
を実施してください。また、訓練の実施については地域住民の参加が得られるよ
う連携に努めてください。
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15.身体拘束等の禁止

 身体拘束等の適正化のための指針について、以下の内容を追加してください。

・身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針（回数を年2回）

・利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

16.設備及び備品等
 機能訓練室として届出のある場所でサービス提供を行ってください。

17.費用の額の算定に関する基準
 算定要件を満たしていない加算について自己点検し必要な措置を講じてくださ
い。
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17.費用の額の算定に関する基準
 算定要件を満たしていない加算について自己点検し必要な措置を講じてください。

①専ら介護の提供にあたる看護職員が1以上配置されていない月がありました。
⇒人員基準上必要とされる員数から1割を超えて減少した場合にはその翌月

から、1割の範囲内で減少した場合は、その翌々月から人員欠如が解消さ
れるに至った月まで、利用者全員について減算になります。
また、「人員基準欠如に該当していないこと」を算定要件とする加算につ
いても算定することができなくなります。（通所介護）

②居宅サービス計画において、当該日の利用が計画されているにもかかわらず、
緊急短期入所受入加算を算定しているケースがありました。
⇒緊急短期受入加算は、緊急利用者を受け入れたときに、当該緊急利用者の

み加算することとなっており、居宅サービス計画において、計画的に行う
こととなっていない指定短期入所生活介護を緊急に行った場合に、行った
日から起算して7日（※14日）を限度として加算します。（短期入所）

※利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合
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17.費用の額の算定に関する基準
 算定要件を満たしていない加算について自己点検し必要な措置を講じてください。

①介護職員等ベースアップ等支援加算について、加算額の一部が従業者の定期昇給分
等に充てられていました。
⇒定期昇給分は事業主負担とすべきものであるため対象外となります。改めて、従

業者への配分額が加算額を上回るように支給してください。
⇒賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の2/3は介護職員等の基本給又は決まって

毎月支払われる手当の引き上げに充ててください。

②介護職員処遇改善加算について、介護職員として勤務実績がない看護職員等へ配分
されていました。
⇒介護職員処遇改善加算の配分対象は介護職員のみです。改めて、対象の介護職員

への配分額が加算額を上回るように支給してください。

③介護職員処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算について、
1月～12月の加算総額をもとに配分及び賃金改善が実施されています。
⇒対象期間を年度（4月～3月）に改めてください。

16

3

令和6年3月全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料より



17令和6年3月全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料より

18令和6年3月全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料より
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令和6年3月全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料より

20

今年度の運営指導について

介護保険施設等運営指導マニュアルについて（厚生労働省HP）
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureish
a/shidou/index.html）

指導内容
各サービス種別の確認項目及び確認文書の内容

実施頻度
原則として指定の有効期間内に少なくとも1回以上行う

実施時期
９月～２月

指導方法
面談方式（オンライン等の活用も有り）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureish


重点項目

目的

令和6年度松阪市介護保険サービス事業者等指導実施計画 21

高齢者の尊厳を保持し良質なケアが提供される体制を継続させること及び高齢者への虐待を防止すること
により、介護保険制度への信頼性を維持し、制度の持続可能性を高めることを目的に、介護保険サービス
事業者等に対する支援、育成に取り組むとともに、介護保険法をはじめとする各種関係法令、通達等の遵
守を求める。

ア 人格の尊重及び尊厳の保持
・高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律第124号）に基づく高齢

者虐待防止及び身体拘束廃止に向けた取組・体制
・利用者自身によるサービスの選択に資するための支援に関すること
イ 人員、設備及び運営基準
・従業者の員数及び勤務体制の確保に関すること
・内容及び手続きの説明及び同意に関すること
・秘密保持に関すること
・居宅サービス計画及び施設サービス計画並びに個別サービス計画に沿ったサービスの提供
・記録の整備に関すること
ウ 介護報酬の算定
・指定地域密着型サービス（介護予防を含む。）に要する費用の額の算定に関する基準の遵守
・指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の遵守
・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準の遵守
エ 非常災害対策及び衛生管理等
・非常災害時の対応についての取組・体制（具体的な防災計画の作成、関係機関への通報・連携体制の確

保、定期的な避難、救出訓練の実施等）
・衛生管理、感染症及び食中毒の予防及びまん延を防止するための取組・体制
・感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制の構築
・新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携

22

運営指導の流れ

運営指導の

約1か月前

①
事業者（法人）へ

運営指導の実施を通知（文書）

運営指導の

一週間前

②
事前提出資料の提出

【提出用ページの利用を推奨します】

事前提出資料…
・介護保険サービス事業者等状況調査資料
・勤務形態一覧表
・介護保険サービス事業者等自主点検表
・加算等自己点検シート
・重要事項説明書
・個人情報利用に関する同意書、従業者の秘密保持誓約書
・運営規程
・データで提出が可能なマニュアル等（緊急時対応マニュア
ル、ハラスメント防止のための事業所の方針、非常災害時対応
マニュアル、苦情対応マニュアル、事故対応マニュアル、業務
継続計画、感染症の予防及びまん延の防止のための指針、虐待
の発生・再発防止の指針等）

運営指導

当日

③ 【指導監査係にて】

資料提出（9時30分まで）
運営指導実施・書面審査
【事業所にて】15時頃

事業所訪問及び当日講評

運営指導から

1か月後
までに

④

⑤運営指導結果
収受後

1か月後
までに

事業者（法人）へ
運営指導の結果を通知（文書）

改善結果報告書の提出

当日提出資料…
・運営指導の実施通知に同封の「提出書類一覧兼書類預り証」
に記載のもの（事前に提出いただいた資料は除きます）
・市から依頼した利用者〇名の重要事項説明書（署名入り）、
居宅介護支援計画（介護計画書）、支援経過等個々の簿冊



令和6年度介護報酬改定における改定事項について

厚生労働省ホームページ「令和6年度介護報酬改定について」のうち
「令和6年度介護報酬改定における改定事項について」から資料を引用しています。

URL； https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html


１.（５）④ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入
概要 【全サービス（居宅療養管理指導★、特定福祉用具販売★を除く）】

○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、業務
継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策
定の場合、基本報酬を減算する。【告示改正】

単位数
＜現行＞

なし
＜改定後＞

業務継続計画未実施減算
施設・居住系サービス 所定単位数の100分の3に相当する単位数を減算（新設）
その他のサービス 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（新設）

算定要件等
○ 以下の基準に適合していない場合（新設）

① 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時
の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること

② 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること
※ 令和７年３月31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っ

ている場合には、減算を適用しない。訪問系サービス、福祉用具貸与、 居宅介護支援については、令和７年３月31日までの間、
   減算を適用しない。

運営指導等で不適切な取り扱いを発見した時点ではなく、「基準を満たさない事実が生じた時点」まで
遡及して減算
例）令和7年6月運営指導で発覚→令和6年4月から解消されるまで減算対象

記録を残すこと
大切

感染症に係る業務継続計画
➤平時からの備え
・意思決定者、各業務の担当者
・関係者の連絡先、連絡フローの整理
・備蓄品の確保
・基本的な感染対策の徹底、職員・利用者の体調管理、
施設内出入り者の管理

➤初動対応
・感染者、感染疑い者への対応
・消毒、清掃等の実施

➤感染拡大防止体制の確保
・保健所との連携
・濃厚接触者への対応
・優先順位の整理（職員の出勤状況、業務の優先順位）

災害に係る業務継続計画
➤平常時の対応
・リスクの把握（危険箇所の確認、 耐震チェック等）
・備蓄品の確保、資金（保険・現金）
・ライフラインが停止した際のバックアップ
・意思決定者、各業務の担当者
・関係者の連絡先、連絡フローの整理

➤緊急時の対応
・初動対応、火元の確認
・安否確認→職員の参集・救急対応
・優先順位の整理（職員の出勤状況、業務の優先順位）
・業務継続計画発動基準

➤他施設及び地域との連携
・地域での協力体制、近隣の法人との協力関係
・福祉避難所

①サービスの継続 ②利用者の安全確保 ③職員の安全確保 ④地域への貢献
（災害のみ）

当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる
予算・資源の確保、平時対応 等

業務継続計画の策定

業務継続計画の役割



概要 【全サービス（居宅療養管理指導★、特定福祉用具販売★を除く）】
○ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、全ての介護サービス事業者（居宅療養管理指導及

び特定福祉用具販売を除く。）について、虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再
発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない場合に、
基本報酬を減算する。

単位数
＜現行＞

なし
＜改定後＞
高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（新設）

１.（６）① 高齢者虐待防止の推進①

算定要件等
○ 虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合（新設）

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催するとともに、
  その結果について、従業者に周知徹底を図ること。
② 虐待の防止のための指針を整備すること。
③ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。
④ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

すべての措置の一つでも講じられていなければ、
発見した日の属する月の翌月から利用者全員に対し減算
※最短でも3月間は減算が適用されます。

記録を残すこと
大切

年1回又は年2回
以上

7月

減算対象となる
事実発覚

改善計画を
市に提出

8月

改善状況を
市に報告

減算対象となる
事実発覚

減算

改善計画を
市に提出

減算

改善状況を
市に報告

減算 減算

12月

解消

減算対象となる事実発覚した場合

改善が確認できるまで減算が適用されます

事実が生じた月
から3月後

9月 10月 11月

減算 減算 減算 解消

7月 8月 9月 10月 11月

最低でも３か月間は減算です！

改善を確認



虐待防止のための対策を検討する委員会

③再発防止
・再発防止策を講じた際に、その効果についての評価

①未然防止（発生の防止）
・身体拘束を実施したケース、もしくはその要否を検討したケース
・事故報告やヒヤリハット報告もしくはその集計・分析結果
・従業者のストレス状況や労働災害の発生状況
・実地指導や外部評価・第三者評価の結果、介護サービス相談員等からの情報 等

②悪化防止（早期発見・迅速かつ適切な対応）
・高齢者虐待防止法に基づく通報義務及び通報窓口
・行政機関の調査や指導、処分等への法令に基づく適切な対応
・通報に際しての守秘義務除外、不利益取り扱いの禁止
・施設・事業所内での報告先
・施設・事業所が把握した場合の対応の流れ

委員会の役割

委員会における検討によって得られた結果は、職員全体に周知徹底を図る

施設・事業所や法人のサービス提供にあたっての方針や、運営理念に照らして、どのように虐待防止に取り組もうとしているか

委員会の設置、開催、構成、検討事項、委員会での検討結果や決定事項等の周知徹底及び実行のための方法や体制等

研修の開催回数・時期等、職員の新規採用時の対応、研修の内容（おおまかな教育目標）、研修の記録

通報や相談・報告を行う先、その後の動き等

➤施設（事業所）における虐待の防止に関する基本的考え方

➤虐待防止検討委員会その他施設（事業所）内の組織に関する事項

➤虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

➤虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針、相談・報告体制に関する事項

成年後見人制度その他の権利擁護事業について、市町村、社会福協議会等の窓口を適宜紹介する等の支援方針

➤成年後見人制度の利用支援に関する事項

・当該施設・事業所における苦情処理体制
・苦情の中に虐待の問題に関係する内容が含まれていた場合の対応
・苦情受付窓口から虐待防止検討委員会 に報告されるようにする等の対応の枠組み

➤虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

・当該指針を利用者、家族、後見人等の直接的な関係者及びその他の関係者が閲覧できること
・施設・事業所内での掲示方法等、閲覧できるようにするための具体的な方法

➤利用者に対する当該指針の閲覧に関する事項

➤その他虐待の防止の推進のために必要な事項

虐待防止に関して他事業所や機関、団体等と連携をはかって取り組む事項等
（事業所間連携による取り組みへの参画や介護サービス相談員派遣等事業の活用など）

虐待の防止のための指針を整備



研修における学習内容（基本となる事項）

➤虐待等の防止をはかる意義 ➤防止のための取り組みを行うべき対象

・高齢者虐待法や基準省令・解釈通知、あるいは介護保険法に共通する虐待防止の趣旨
・高齢者虐待法が示す「養介護施設従業者等」「養護者」「高齢者」、及びその行為類型

➤未然防止（発生の防止）のために取り組むべき内容

具体的な介護場面を用いた話し合いや、チェックリストの使用等により日常の仕事をふりかえる
虐待の「芽」ともいうべき状況への気づきが共有された場合は、代替となるケアの方法等について検討

➤悪化防止（早期発見・迅速かつ適切な対応）のために実施すべき内容

高齢者虐待防止法に基づく通報義務及び通報先、ならびに施設・事業所内での報告の窓口・対応の流れ等

研修欠席者にも研修内容が伝わるように対応してください

虐待の防止のための研修

参考文献：社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修仙台センター「施設・事業所における高齢者虐待防止のための
体制整備－令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例」令和3年度老人保健健康増進等事業

最後に・・・

・施設内研修
・複数事業所による合同開催
・県や市が実施する研修会
・外部講師の活用

虐待の防止のための措置を実施している場合は、運営規程に定めてください。
そして必ず「変更届出書」を松阪市に提出してください。

１.（６）② 身体的拘束等の適正化の推進

単位数 【短期入所系サービス★、多機能系サービス★】

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 身体拘束廃止未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（新設）

※令和7年3月31日まで経過措置あり

算定要件等
○ 身体的拘束等の適正化を図るため、以下の措置が講じられていない場合

① 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由   
  を記録すること
② 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、 
  介護職員その他従業者に周知徹底を図ること
③ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること
④ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること

【訪問系サービス★、通所系サービス★、福祉用具貸与★、特定福祉用具販売★、居宅介護支援★】基準
○ 運営基準に以下を規定する。

・ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って
  はならないこと。
・ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由
  を記録しなければならないこと。

年2回以上

記録を残すこと
大切



7月

減算対象となる
事実発覚

改善計画を
市に提出

8月

改善状況を
市に報告

減算対象となる
事実発覚

減算

改善計画を
市に提出

減算

改善状況を
市に報告

減算 減算

12月

解消

減算対象となる事実発覚した場合

改善が確認できるまで減算が適用されます

事実が生じた月
から3月後

9月 10月 11月

減算 減算 減算 解消

7月 8月 9月 10月 11月

最低でも３か月間は減算です！

改善を確認

➤身体拘束等について報告するための様式を整備すること

➤介護従業者その他の従業者は、身体拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに、
イの様式に従い、身体拘束等について報告すること

➤身体的拘束適正化検討委員会において、ロにより報告された事例を集計し、分析すること

➤事例の分析に当たっては、身体的拘束の発生時の状況等を分析し、身体的拘束の発生原因、
結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること

➤報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること

➤適正化策を講じた後に、その効果について評価すること

➤事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方

➤身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

➤身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する事項

➤事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針

➤身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針

➤利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

➤その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

身体的拘束等の適正化のための指針を整備

身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を対策を検討する委員会



２.（３）① 科学的介護推進体制加算の見直し

概要
○ 科学的介護推進体制加算について、質の高い情報の収集・分析を可能とし、入力負担を軽減し科学的介護を

推進する観点から、以下の見直しを行う。
ア 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施。

【通知改正】
イ LIFEへのデータ提出頻度について、少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す。

【通知改正】
ウ 初回のデータ提出時期について、他のLIFE関連加算と揃えることを可能とする。【通知改正】

【地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★、小規模多機能型居宅介護★、認知症対応型共同生活介護★、
看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

令和6年2月の6か月後にあたる令和6年8月までに

少なくとも1 回データ提出を行う

データ提出 データ提出 データ提出

令和5年8月の3か月後にあたる令和6年11月まで
に少なくとも1 回データ提出を行う

2月 8月 11月

令和 6 年度介護報酬改定に伴うデータ提出タイミングの変更

加算名

科学的介護推進体制加
算

個別機能訓練加算

ADL 維持等加算

排せつ支援加算

項目名 評価指標

排尿コントロール
※Bar th e l Indexの 1項目として

「できる」状況について記載

（時点）評価時点

10 ： 自立

5 ： 一部介助

0 ： 全介助

排尿の状態
※「している」状況について記載

（時点）施設入所

時評価

時

3ヶ月後の見込み

-支援を行った場合

-支援を行わない場合

介助されていない

見守り等

一部介

助全介

助

項目名 評価指標

排尿コントロール
※Bar th e l Indexの 1項目として

「できる」状況について記載

（時点）評価時点

10 ： 自立

5 ： 一部介助

0 ： 全介助

【現行】 【見直し後】

複数の加算で重複しているものの評価方法等が異なっている項目の見直し例

月末にサービス利用開始した場合の利用開始月のデータ提出

【科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、排せつ支援加算
褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導加算Ⅱ】

情報提供が困難であった理由について、介護記録等に明記してください。

新 LIFE システム利用に係る介護施設・事業所における対応スケジュール



LIFEのフィードバック見直しイメージ（事業所フィードバック）

基本情報

各施設・事業所において実施した取組と、LIFEデータの時系列変化や全国の同じような利⽤者との⽐較を組み合わせて検討することで、
取組の効果や自施設・事業所の特徴の把握へ活⽤

平均要介護度
４.２

ADL（Barthel Index）の状況

全国（平均値）自施設・事業所
合計点の位置⽐較 自施設・事業所の位置

栄養状態

合計点の推移

100

Excel形式ではなく、ブラウザ上で層別化等の設
定を可能とすることで、操作性・視認性を向上

サービス

低栄養状態のリスクレベル

全
国

2024年4月

2024年7月

自
施
設
・
事
業
所

平均要介護度

表示時点

全国値

都道府県

事業所規模

全国値に対する自施設・事業所の位置を参照可能

低 中 高

介護⽼⼈福祉施設

口腔の健康状態

0%

100%

50%

25%

75%

⻭・⼊れ⻭が
汚れている

⻭が少ないのに⼊れ⻭
を使っていない むせやすい

全国（平均値）

事業所規模

平均要介護度

全国値

都道府県

自施設・事業所 表示時点「あり」の割合

75

事業所規模
50

平均要介護度

時系列変化を複数時点で参照可能

〜

全国値
都道府県

表示期間

サービス種類、都道府県、要介護度等による絞り込み
により、全国の同じような利表⽤示者時点との⽐較が可能

2024年10月

2024年4月

2024年7月

2024年10月

事業所規模

平均要介護度

全国値

都道府県

LIFEのフィードバック見直しイメージ（利用者フィードバック）

基本情報

各利⽤者に対して実施した取組と、LIFEデータの時系列変化や全国の同じような利⽤者との⽐較を組み合わせて検討することで、
取組の効果や利⽤者の特徴の把握へ活⽤

ADL（Barthel Index）の状況
合計点の推移

全国（平均値）利⽤者

都道府県

要介護度

⽇常⽣活自⽴度（⾝体機能）

⽇常⽣活自⽴度（認知機能）

100

75

50

要介護度
要介護４

⽇常⽣活自⽴度（認知機能）
Ⅱa

⽇常⽣活自⽴度（⾝体機能）
B2

ADL各項目の点数 表示時点

利⽤者
全国（平均値）

食事
椅子とベッド間

の移乗

整容

トイレ動作

⼊浴

地歩⾏平

階段昇降

更⾐

排便コントロール

排尿コントロール

栄養状態

時系列変化を複数時点で参照可能

2024年4月

2024年7月

2024年10月

全国値 低 中 高

口腔の健康状態

2024/4 2024/7 2024/10
⻭・⼊れ⻭が
汚れている あり あり なし

⻭が少ないの
に⼊れ⻭を
使っていない

なし なし なし

むせやすい なし あり あり

各項目の3か月間の推移

サービス 介護⽼⼈福祉施設

〜

表示期間

都道府県

要介護度

⽇常⽣活自⽴度（⾝体機能）

⽇常⽣活自⽴度（認知機能）

2024/4 2024/7 2024/10

高 低 低

〜

低栄養状態のリスクレベル
表示期間 都道府県

要介護度

⽇常⽣活自⽴度（⾝体機能）

⽇常⽣活自⽴度（認知機能）

表示時点

〜
表示期間

サービス種類、都道府県、要介護度等による絞り込み
により、全国の同じような利⽤者との⽐較が可能Excel形式ではなく、ブラウザ上で層別化等の設

定を可能とすることで、操作性・視認性を向上



LIFEを活用した取組イメージ
○ 介護事業所においては、介護の質向上に向けてLIFEを活用したPDCAサイクルを推進する。LIFEで収集したデータ

も活用し、介護報酬制度を含めた施策の立案や介護DXの取組、アウトカム評価につながるエビデンス創出に向けた
LIFEデータの研究利活用を推進する。

【厚⽣労働省】

【介護施設・事業所】

■ フィードバック（例）
• 利⽤者や事業所のBMI等を時系列に⾒るグラフ
• 事業所のADL平均値が都道府県内の事業所と⽐較し
てどの位置か示すグラフ

LIFEへのデータ登録

• エビデンスに基づく施策の⽴案
－施策の効果や課題の把握、アウトカム評価の検討
－介護情報基盤運⽤開始に向けた、介護事業所等の関係者間における情報共有の検討

• エビデンス創出に向けた取組
－研究者等への匿名LIFE情報提供の推進
－医療保険等の他の公的DB等との連結による詳細な解析の推進

■ LIFEデータ項⽬（例）
• ADL
• ⾝⻑・体重
• 口腔の健康状態 等

データ収集フィードバックの提供

PDCAサイクル
改善

（Action）
フィードバックと計画書等の
情報を組み合わせて、取組の
評価や⾒直しを実施

フィードバックの確認

計画
（Plan）

評価
（Check）

実⾏（Do）
計画等に基づいたケアの実施

利⽤者および施設・事業所の
現状や、取組によって⽣じた
変化を確認

目標の設定と計画の作成

 収集されたLIFEデータに基づ
く、事業所毎のアウトカム評
価等を検討

３.（２）① テレワークの取扱い

概要 【全サービス（居宅療養管理指導★を除く。）】

○ 人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワークに関して、個人情報を適切に管理
していること、利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、取扱いの明確化を行い、職種や業務ごとに具体的
な考え方を示す。【通知改正】

→利用者を直接処遇する業務及び直接処遇に関わる周辺業務はテレワークで実施することは想定されていない。
→面談・相談やアセスメント等のための観察等の業務については、意思疎通が十分に図れる利用者について、

利用者本人及び家族の理解得れば可能である。

➤利用者の処遇に支障が生じない体制

共通事項（概要）

➤勤務時間中、事業所等の現場に出勤する職員とテレワーク実施者の間で
適切に連絡が取れる体制

➤テレワーク実施者の労働時間の管理等適切な労務管理

職種ごとの利用者の処遇に支障が生じない範囲の具体的な考え方等が掲載されています。
必ずテレワークの実施を検討する場合はご確認ください。

「介護サービス事業所・施設等における情報通信機器を活用した業務の実施に関する留意事項について」
老高発0329第2号 老認発0329第5号 老老発0329第1号 令和6年3月29日付



３.（２）② 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に
資する方策を検討するための委員会の設置の義務付け

概要

〇 介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、
事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するた
めの委員会の設置を義務付ける。その際、３年間(令和9年3月31日まで)の経過措置期間を設けることとする。

【省令改正】

【短期入所系サービス★、居住系サービス★、多機能系サービス★、施設系サービス】

➤構成員

管理者やケア等を行う職種を含む幅広い構成員により構成することが望ましい。

➤開催頻度

定期的な開催が必要であるが、具体的回数は決まっていない。
委員会の開催会が形骸化しないよう留意した上で、各事業所の状況を踏まえ、適切な開催頻度を決めてください。

➤開催

事業所毎に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者と連携して行うことも差し支えない

介護サービスにおける生産性向上のとらえ方

介護サービスにおける生産性向上のための7つの取組

「ムリ」「ムダ」「ムラ」解消

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会 参考①



生産性向上に向けた改善活動の標準的なステップ

手順
4

Do
改善活動に
取り組もう

手順

6

Action
実行計画を

練り直そう

手順
1

準備
改善活動の
準備をしよう

手順
2

見える化
現場の課題を
見える化しよう

手順
３

Plan
実行計画を
立てよう

手順
5

Check
改善活動を
振り返ろう

参考文献：介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン（厚生労働省老健局）

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisanhttps://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei-
information.html

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会 参考②

Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（修正）を何度
も繰り返しPDCAサイクルを回すことで、継続的に改善活動に取り
組む。

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisanhttps://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei-


３.（２）③ 介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進①

概要 【短期入所系サービス★、居住系サービス★、多機能系サービス★、施設系サービス】

○ 介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、介護ロボットやICT等のテクノロジーの導入
後の継続的なテクノロジーの活用を支援するため、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減
に資する方策を検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器等のテクノロジーを１つ以
上導入し、生産性向上ガイドラインの内容に基づいた業務改善を継続的に行うとともに、一定期間ごとに、業務改善
の取組による効果を示すデータの提供を行うことを評価する新たな加算を設けることとする。 【告示改正】

○ 加えて、上記の要件を満たし、提出したデータにより業務改善の取組による成果が確認された上で、見守り機器
等のテクノロジーを複数導入し、職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活用等）の取組等を行っているこ
とを評価する区分を設けることとする。 【告示改正】

単位数

＜現行＞
なし

＜改定後＞
生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 100単位/月（新設）
生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 10単位/月（新設）

３.（２）③ 介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進②
算定要件等

【生産性向上推進体制加算（Ⅰ）】（新設）
① （Ⅱ）の要件を満たし、（Ⅱ）のデータにより業務改善の取組による成果（※2）が確認されていること。
② 見守り機器等のテクノロジー（※1）を複数導入していること。
③ 職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活用等）の取組等を行っていること。
④ １年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンラインによる提出）を行うこと。

【生産性向上推進体制加算（Ⅱ）】（新設）
① 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や 
  必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行っていること。
② 見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入していること。
③ １年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供（オンラインによる提出）を行うこと。

（※1）見守り機器等のテクノロジーの要件
○ 見守り機器等のとは、テクノロジー以下のアからウに掲げる機器をいう。
ア 見守り機器
イ インカム等の職員間の連絡調整の迅速化に資するICT機器
ウ 介護記録ソフトウェアやスマートフォン等の介護記録の作成の効率化に資するICT機器（複数の機器の連携も含め、データの入力から記録・保存・活
用までを一体的に支援するものに限る。）

（Ⅰ）を算定する場合・・・アからウまでに掲げる機器は全て使用すること。
アの機器は全ての居室に設置し、イの機器は同一の時間帯に勤務する全ての介護職員が使用すること。

（Ⅱ）を算定する場合・・・アからウまでに掲げる機器のうち、1つ以上を使用すること。
イの機器は同一の時間帯に勤務する全ての介護職員が使用すること。

※アの機器の運用については、事前に利用者の意向を確認することとし、当該利用者の意向に応じ、機器の使用を停止する等の運用は認められるもの



•見守り機器等から得られる離床の状況、睡眠状態やバイタルサイン等の情報を基に、介護職員、看護職員、介護支援専
門員その他の職種が連携して、見守り機器等の導入後の利用者等の状態が維持されているか確認すること

•利用者の状態の変化等を踏まえた介護機器の活用方法の変更の必要性の有無等を確認し、必要な対応を検討すること。

•見守り機器を活用する場合、安全面から特に留意すべき利用者については、定期巡回の実施についても検討すること。

•介護機器の使用に起因する施設内で発生したヒヤリハット事例等の状況を把握し、その原因を分析して再発の防止策を
検討すること。

「利用者の安全及びケアの
質の確保」について

•ストレスや体調不安等、職員の心身の負担の増加の有無

•職員の負担が過度に増えている時間帯の有無

•休憩時間及び時間外勤務等の状況

職員の負担の軽減及び勤
務状況への配慮について

•日々の業務の中で、あらかじめ時間を定めて介護機器の不具合がないことを確認するなど不具合のチェックを行う
仕組みを設けること。

•使用する介護機器の開発メーカー等と連携し、定期的に点検を行うこと

介護機器の定期的な点検
について

•介護機器の使用方法の講習やヒヤリハット事例等の周知、その事例を通じた再発防止策の実習等を含む職員研修
を定期的におこなうこと。(Ⅰ）を算定する場合は、職員間の適切な役割分担による業務の効率化等を図るために必
要な職員研修等を定期的に実施すること

職員に対する研修
について

➤開催頻度 3月に1回以上

➤検討事項

加算算定の届出には
議事録の添付が必須です。

注 加算（Ⅱ）を算定する介護事業所が加算区分を変更し加算（Ⅰ）の算定を開始しようとする場合、生産性の向上の取組を
  3月以上継続した上で、生産性向上の取組の成果として、業務の効率化及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減が行われて
  いることの確認が必要です。
  また、生産性向上に資する取組を従来より進めている施設等においては、（Ⅱ）のデータによる業務改善の取組による成果と
  同等以上のデータを示す等の場合には、（Ⅱ）の加算を取得せず、（Ⅰ）の加算を取得することも可能です。

（※2）業務改善の取組による効果を示すデータ等について
○ 提供を求めるデータは、以下の項目とする。

ア 利用者のＱＯＬ等の変化（ＷＨＯ-５等）
イ 総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の変化
ウ 年次有給休暇の取得状況の変化
エ 心理的負担等の変化(SRS-18等）
オ 機器の導入による業務時間（直接介護、間接業務、休憩等）の変化（タイムスタディ調査）

（Ⅰ）を算定する場合・・・アからオまでの事項について厚生労働省に結果を報告する。
（Ⅱ）を算定する場合・・・アからウまでの事項について厚生労働省に結果を報告する。

○ （Ⅰ）における業務改善の取組による成果が確認されていることとは、ケアの質が確保（アが維持又は向上）された上で、職員の業務負担の軽減（イが
短縮、ウが維持又は向上）が確認されることをいう。

参考：「生産性向上推進体制加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の掲示について」

老高発0329第1号 令和6年3月29日 厚生労働省老健局高齢者支援課長



３.（２）⑦ 人員配置基準における両立支援への配慮

概要 【全サービス】

○ 介護現場において、治療と仕事の両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、
各サービスの人員配置基準や報酬算定について、以下の見直しを行う。
ア 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等の短時間勤務制度を利用する場合に加

えて、「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合にも、週 30
時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。

イ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時間勤
務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。

【通知改正】

基準・算定要件等
○ 運営基準の解釈通知及び報酬算定上の留意事項通知について、「常勤」及び「常勤換算方法」に係る取扱いを以下のように改正する。

⺟性健康管理措置による
短時間勤務

育児・介護休業法による
短時間勤務制度

「治療と仕事の両立ガイドライン」に
沿って事業者が自主的に設ける

短時間勤務制度

「常勤」（※）の取扱い：
週30時間以上の勤務で常勤扱い ○ ○ ○（新設）

「常勤換算」（※）の取扱い：
週30時間以上の勤務で常勤換算での
計算上も１（常勤）と扱うことを認める

○ ○ ○（新設）

※人員配置基準上の「常勤」及び「常勤換算方法」の計算においては、常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本）
勤務している者を「常勤」として取り扱うこととしている。

３.（２）⑧ 外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し
概要 【通所系サービス★、短期入所系サービス★、居住系サービス★、多機能系サービス★、施設系サービス】

○ 就労開始から６月未満のEPA介護福祉士候補者及び技能実習生（以下「外国人介護職員」という。）については、
日本語能力試験N1又はN2に合格した者を除き、両制度の目的を考慮し、人員配置基準への算入が認められていな
いが、就労開始から６月未満であってもケアの習熟度が一定に達している外国人介護職員がいる実態なども踏まえ、
人員配置基準に係る取扱いについて見直しを行う。

具体的には、外国人介護職員の日本語能力やケアの習熟度に個人差があることを踏まえ、事業者が、外国人介護
職員の日本語能力や指導の実施状況、管理者や指導職員等の意見等を勘案し、当該外国人介護職員を人員配置基準
に算入することについて意思決定を行った場合には、就労開始直後から人員配置基準に算入して差し支えないこと
とする。【告示改正】

その際、適切な指導及び支援を行う観点、安全体制の整備の観点から、以下の要件を設ける。
ア 一定の経験のある職員とチームでケアを行う体制とすること。
イ 安全対策担当者の配置、指針の整備や研修の実施など、組織的に安全対策を実施する体制を整備していること。併

せて、両制度の趣旨を踏まえ、人員配置基準への算入の有無にかかわらず、研修又は実習のための指導職員の
配置や、計画に基づく技能等の修得や学習への配慮など、法令等に基づき、受入れ施設において適切な指導及び支
援体制の確保が必要であることを改めて周知する。

算定要件等

訪日後研修

（現行）

（見直し案）

※N1・N2のみ参入可能

※N1・N2に加え、受入れ事業

者が配置基準に算入するこ
ととした場合に算入可能

算入

算入

就労開始 就労開始６ヶ月次のいずれかに該当するものについては、職員等の配置の基準を定
める法令の適用について職員等とみなしても差し支えないこととする。
・ 受入れ施設において就労を開始した日から６月を経過した外国人介護職員
・ 受入れ施設において就労を開始した日から６月を経過していない外国人介護

職員であって、受入れ施設（適切な研修体制及び安全管理体制が整備されてい
るものに限る。）に係る事業を行う者が当該外国人介護職員の日本語の能力及
び研修の実施状況並びに当該受入れ施設の管理者、研修責任者その他の職員の
意見等を勘案し、当該外国人介護職員を職員等の配置の基準を定める法令の適
用について職員等とみなすこととしたもの

・ 日本語能力試験N1又はN2に合格した者



３.（３）① 管理者の責務及び兼務範囲の明確化

概要 【全サービス】

○ 提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に運営する観点から、管理者の責務につ
いて、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的な管
理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が兼務できる事業所の範囲について、管理者がその責
務を果たせる場合には、同一敷地内における他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化する。
【省令改正】【通知改正】

【廃止】
・松阪市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準要綱（平成25年3月29日告示第66号）
・松阪市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準要綱（平成25年3月29日告示第67号）

廃止に伴い・・・

管理者の兼務について、夜勤を伴う介護従業者の職務も認められるようになりました。
（小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護計画、看護小規模多機能型居宅介護事業所）

管理者がその責務を果たせる場合・・・
事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに事業所又は利用者のサービス提供現場に駆け付けることが
できない体制となっている場合は、業務に支障があると考えられる。

具体的な管理者の役割は、以下を参考にしてください。
「介護事業所・施設の管理者向けガイドライン」(一般財団法人シルバーサービス振興会)第1章第2節 管理者の役割

概要 【全サービス】

○ 運営基準省令上、事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、原則として事業所内での「書面掲示」を
求めている一方、備え付けの書面（紙ファイル等）又は電磁的記録の供覧により、書面による壁面等への掲示を代
替できる規定になっているところ、「書面掲示」に加え、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、介護 サ
ービス事業者は、原則として重要事項等の情報をウェブサイト（法人のホームページ等又は情報公表システム上）
に掲載・公表しなければならないこととする。【省令改正】【告示改正】【通知改正】
（※令和７年度から義務付け）

５．① 「書面掲示」規制の見直し

法人ホームページ等 又は 三重県情報公表システム いずれかに掲載してください。

なお、以下に該当する場合は、介護サービス情報制度における報告義務対象でないことから、任意で三重県に報告し
介護サービス情報に公表するか、法人ホームページ等に掲載をお願いします。

・介護サービス情報公表システムは、三重県知事が毎年定める期間※(1年間)に、100万円以下の介護報酬支払実績額
(利用者負担額を含む)であった事業所
・災害その他三重県知事に報告できない正当な理由

※期間は、三重県ホームページ https://www.pref.mie.lg.jp/CHOJUS/HP/23382022840.htmをご確認ください。

https://www.pref.mie.lg.jp/CHOJUS/HP/23382022840.htm


５．② 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する
者へのサービス提供加算の対象地域の明確化

概要 【訪問系サービス★、通所系サービス★、多機能系サービス★、福祉用具貸与★、居宅介護支援】

○ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法において、「過疎地域」とみなして同法の規定を適用することと
されている地域等が、特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者へのサービス
提供加算の算定対象地域に含まれることを明確化する。【告示改正】

基準

○ 厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（平成21年厚生労働省告示第83号）及び厚生労働大臣が定める地域（平成24年厚生労働省告示第120号）の規
定を以下のように改正する。

算定要件 単位数
特別地域加算 別に厚生労働大臣が定める地域（※１）に所

在する事業所が、サービス提供を行った場合
所定単位数に
15/100
を乗じた単位数

中山間地域等における
小規模事業所加算

別に厚生労働大臣が定める地域（※２）に所
在する事業所が、サービス提供を行った場合

所定単位数に
10/100
を乗じた単位数

中山間地域等に居住する
者へのサービス提供加算

別に厚生労働大臣が定める地域（※３）に居
住する利用者に対し、通常の事業の実施地域
を越えて、サービス提供を行った場合

所定単位数に
５/100
を乗じた単位数

※１：①離島振興対策実施地域、②奄美群島、
③振興山村、④小笠原諸島、⑤沖縄の離島、
⑥豪雪地帯、特別豪雪地帯、辺地、過疎地
域等であって、人口密度が希薄、交通が不
便等の理由によりサービスの確保が著しく
困難な地域

※２：①豪雪地帯及び特別豪雪地帯、②辺地、
③半島振興対策実施地域、④特定農山村、
⑤過疎地域

※３：①離島振興対策実施地域、②奄美群島、
③豪雪地帯及び特別豪雪地帯、④辺地、⑤
振興山村、⑥小笠原諸島、⑦半島振興対策
実施地域、 ⑧特定農山村地域、⑨過疎地
域、⑩沖縄の離島

＜現行＞
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和三年法律第十九号)第二条
第一項に規定する過疎地域

＜改定後＞
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和三年法律第十九号)第二条
第二項により公示された過疎地域



１.（２）② 豪雪地帯等において急な気象状況の悪化等があった場合の
通所介護費等の所要時間の取扱いの明確化

概要 【通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリテーション】

○ 豪雪地帯等において、積雪等のやむを得ない事情の中でも継続的なサービス提供を行う観点から、通所介護費等
の所要時間について、利用者の心身の状況（急な体調不良等）に限らず、積雪等をはじめとする急な気象状況の悪
化等によるやむを得ない事情についても考慮することとする。【通知改正】

○ 現行の所要時間による区分の取扱いおいては、現に要した時間ではなく、計画に位置づけられた内容の通所介護 等
を行うための標準的な時間によることとされているところ、実際の通所介護等の提供が計画上の所要時間よりも、やむ
を得ず短くなった場合には計画上の単位数を算定して差し支えないものとしている。

上記「やむを得ず短くなった場合」には、当日の利用者の心身の状況に加えて、降雪等の急な気象状況の悪化等
により、利用者宅と事業所間の送迎に平時よりも時間を要した場合も該当する。

なお、計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、計画を変更の上、変更後の所要時間に応じた単位数を
算定すること。

算定要件等

積雪等・・・積雪に限らず局地的大⾬や雷、⻯巻、
ひょうなども含まれる。

１.（７）③ 通所介護・地域密着型通所介護における認知症加算の見直し

概要 【通所介護、地域密着型通所介護】

○ 通所介護・地域密着型通所介護における認知症加算について、事業所全体で認知症利用者に対応する観点から、
従業者に対する認知症ケアに関する個別事例の検討や技術的指導に係る会議等を定期的に開催することを求める こ
ととする。また、利用者に占める認知症の方の割合に係る要件を緩和する。【告示改正】

＜現行＞
認知症加算 60単位/日

＜改定後＞
変更なし

○ 指定地域密着型通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち，
 日常生活自立度のランクⅢ以上の者の占める割合が100分の15以上であること。
○ サービス提供時間帯を通じて、専らサービスの提供に当たる認知症介護指導者養成研修、認知症介護実践リーダー
 研修、認知症介護実践者研修、認知症看護に係る適切な研修を修了した者を１名以上配置していること。
○ 当該事業所の従業者に対する認知症ケアに関する事例の検討や技術的指導に係る会議を定期的に開催しているこ

と。 （新設）

単位数

算定要件等
○ 指定地域密着型サービス基準第20条第１項第２号又は第３号に規定する員数に加え、看護職員又は介護職員を     

常勤換算方法で２以上確保していること。



２.（１）③ リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る
一体的計画書の見直し

概要

○ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組を推進する観点から、リハビリテーション・個別機能
訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画書の見直しを行う。【通知改正】

【通所介護、通所リハビリテーション★、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★、介護老
人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

加算名称 対応する様式 LIFEへのデータ提出

個別機能訓練加算(Ⅱ)

別紙様式1：興味・関心チェックシート 任意

別紙様式2：生活機能チェックシート 必須

別紙様式3：個別機能訓練計画書 必須

栄養アセスメント加算

栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング
(通所・居宅)

必須

栄養ケア計画(通所・居宅) 任意

口腔機能向上加算 口腔機能向上サービスに関する計画書(様式例) 必須

加算名称 対応する様式

個別機能訓練加算、栄養、口腔に係る
実施計画書（通所系）

生活機能チェックシート
個別機能訓練計画書

栄養スクリーニング・アセスメント・モニタ
リング(通所・居宅)

口腔機能向上サービスに関する計画書

▼

地域密着型通所介護の場合・・・
同一の利用者に対し、個別機能訓練加算Ⅱ、栄養アセスメント加算、
口腔機能向上加算を算定する場合、各加算の算定様式を当該一体的
様式に代えることができます。
一部加算のみ算定している場合は、一体的様式に代えることができない
ため、各加算に対応する様式をご使用ください。

概要 【通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★】
〇 通所介護等における入浴介助加算について、入浴介助技術の向上や利用者の居宅における自立した入浴の取組を促進する観点から、

以下の見直しを行う。
ア 入浴介助に必要な技術の更なる向上を図る観点から、入浴介助加算（Ⅰ）の 算定要件に、入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助

に関する研修等を行うことを新たな要件として設ける。 【告示改正】
イ 入浴介助加算（Ⅱ）の算定要件である、「医師等による、利用者宅浴室の環境評価・助言」について、人材の有効活用を図る観点

から、医師等に代わり介護職員が訪問し、医師等の指示の下、ICT機器を活用して状況把握を行い、医師等が評価・助言する場合も
算定することを可能とする。 【告示・通知改正】

加えて、利用者の居宅における自立した入浴への取組を促進する観点から、入浴介助加算（Ⅱ）の算定要件に係る現行の Q＆A や
留意事項通知で示している内容を告示に明記し、要件を明確化する【告示改正】

単位数
＜現行＞ ＜改定後＞

入浴介助加算（Ⅰ） 40単位/日 変更なし
入浴介助加算（Ⅱ） 55単位/日 変更なし

算定要件等
＜入浴介助加算（Ⅰ）＞

・ 入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。
・ 入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うこと。

＜入浴介助加算（Ⅱ）＞（入浴介助加算（Ⅰ）の要件に加えて）
・ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専

門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以下「医師等」という。）
が、利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価し、かつ、当該訪問において、当該居宅の浴室が、当該利用
者自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難しい環境にある場合には、訪問した医師等が、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携
し、福祉用具の貸与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。ただし、医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合に
は、医師等の指示の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を
踏まえ、医師等が当該評価・助言を行っても差し支えないものとする。

・ 当該事業所の機能訓練指導員等が共同して、医師等と連携の下で、利用者の身体の状況、訪問により把握した居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作
成すること。ただし、個別の入浴計画に相当する内容を通所介護計画に記載することをもって、個別の入浴計画の作成に代えることができる。

・ 上記の入浴計画に基づき、個浴（個別の入浴をいう。）又は利用者の居宅の状況に近い環境（利用者の居宅の浴室の手すりの位置や使用する
浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当該事業所の浴室に福祉用具等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の状況を再現しているものをい
う。）で、入浴介助を行うこと。

２.（２）① 通所介護等における入浴介助加算の見直し①



利⽤者宅
利⽤者宅を訪問

利⽤者宅の浴室が、利⽤者⾃⾝
⼜は家族の介助により⼊浴を⾏う
ことが難しい環境にある場合

訪問した医師等が、介護支援専門員、
福祉用具専門相談員と連携し、福祉用
具の購⼊・住宅改修等環境整備等を
助言する。

＜訪問可能な職種＞
医師、理学療法⼠、作業療法⼠、介護福祉⼠若しくは介護支援専門員⼜は利用者の動作及び浴室の環境の評価を⾏うことが
できる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有
する者

＋
医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合には、医師等の指⽰の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器
等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が評価・助言を⾏っても差し支えない

通所介護事業所

個別⼊浴計画を作成 個別に⼊浴を実施

利⽤者宅の浴室の環境を確認

個浴⼜は利用者の居宅の状況に近
い環境（福祉用具等を設置すること
により、利用者の居宅の浴室の状況
を再現しているもの）で、⼊浴介助を
⾏う。

機能訓練指導員等が共同して、医師等と連
携の下で、利用者の⾝体の状況、訪問により
把握した浴室の環境等を踏まえた個別の⼊
浴計画を作成。なお、通所介護計画へ
の記載をもって個別の⼊浴計画の作成に代
えることができる。

２．（２）① 通所介護等における入浴介助加算の見直し②

※  ⿊字下線部 → 留意事項通知やQ&Aで⽰している内容を告⽰に明記した部分。

通所介護事業所

研修等の実施

⼊浴介助を⾏う職員に対し、
⼊浴介助に関する研修等を
⾏うこと。

＜⼊浴介助加算（Ⅰ）＞ ＜⼊浴介助加算（Ⅱ）＞⼊浴介助加算（Ⅰ）の要件に加えて

⼊浴介助の実施

⼊浴介助を適切に⾏うことがで
きる⼈員及び設備を有して⾏
われる⼊浴介助であること。

居宅介護⽀援事業所・
福祉⽤具販売事業所等

Q. 入浴介助に関する研修とは具体的にどのような内容が想定されるのか。

入浴介助に関する研修

令和6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)問60より

加算の届出の際は、研修を実施または、
実施することが分かる資料等を添付してください。

・具体的には、脱衣、洗髪、洗体、移乗、着衣など入浴に係る一連の
動作において介助対象者に必要な入浴技術や転倒防止、入浴事故防止
のためのリスク管理や安全管理等が挙げられるが、これらに限るもの
ではない。

・なお、これらの研修においては、内部研修・外部研修を問わず、入
浴介護技術の向上を図るため、継続的に研修の機会を確保されたい。



２.（３）③ アウトカム評価の充実のためのADL維持等加算の見直し

概要 【通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、 特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者
生活介護 、 介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

○ ADL維持等加算について、自立支援・重度化防止に向けた取組をより一層推進する観点から、ADL維持等加算
（Ⅱ）におけるADL利得の要件について、「２以上」を「３以上」と見直す。【告示改正】
また、ADL利得の計算方法の簡素化を行う。 【通知改正】

算定要件等
＜ ADL維持等加算（Ⅰ） ＞
○ 以下の要件を満たすこと

イ 利用者等（当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が10人以上であること。
ロ 利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない場合はサービスの利用があった最終月）にお

いて、Barthel Indexを適切に評価できる者がADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出していること
ハ 利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したADL値から利用開始月に測定したADL値を控除し、初月のADL値や要介護認定の状況等に応じた値を

加えて得た値（調整済ADL利得）について、利用者等から調整済ADL利得の上位及び下位それぞれ１割の者を除いた者を評価対象利用者等とし、評価対象
利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値が１以上であること。

＜ ADL維持等加算（Ⅱ） ＞
○ ADL維持等加算（Ⅰ）のイとロの要件を満たすこと。
○ 評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値が３以上であること。

＜ADL維持等加算（Ⅰ）（Ⅱ）について＞
○ 初回の要介護認定があった月から起算して12月以内である者の場合や
  他の施設や事業所が提供するリハビリテーションを併用している利用者の場合の

ADL維持等加算利得の計算方法を簡素化。

(変更前)

(変更後)

▼

３.（３）⑦ 通所介護、地域密着型通所介護における個別機能訓練加算の
人員配置要件の緩和及び評価の見直し①

76単位/日（変更）

＜現行＞
個別機能訓練加算（Ⅰ）イ
個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ
個別機能訓練加算（Ⅱ）

56単位/日
85単位/日
20単位/月

＜改定後＞
変更なし
個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ
変更なし

概要 【通所介護、地域密着型通所介護】

○ 通所介護、地域密着型通所介護における個別機能訓練加算について、機能訓練を行う人材の有効活用を図る観点か
ら、個別機能訓練加算（Ⅰ）ロにおいて、現行、 機能訓練指導員を通所介護等を行う時間帯を通じて 1 名以上配置
しなければならないとしている要件を緩和するとともに、評価の見直しを行う。【告示改正】

単位数

算定要件等
個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ

ニーズ把握・情報収
集

通所介護・地域密着型通所介護事業所の機能訓練指導員が、利用者の居宅を訪問し、ニーズを把握するとともに、居宅での生活
状況を確認。

機能訓練指導員の配
置

専従１名以上配置（配置時間の定めなし）
※ 人員欠如減算・定員超過減算に該当している場合は、個別機能訓練加算を算定しない。
※ 個別機能訓練加算（Ⅰ）イの配置（専従1名以上配置(配置時間の定めなし））に加え、合計で２名以上の機能訓練指導員を配置してい

る時間帯において算定が可能。
計画作成 居宅訪問で把握したニーズと居宅での生活状況を参考に、多職種共同でアセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成。
機能訓練項目 利用者の心身の状況に応じて、身体機能及び生活機能の向上を目的とする機能訓練項目を柔軟に設定。

訓練項目は複数種類を準備し、その選択に当たっては利用者の生活意欲が増進されるよう利用者を援助する。
訓練の対象者 ５人程度以下の小集団又は個別。
訓練の実施者 機能訓練指導員が直接実施（介護職員等が訓練の補助を行うことは妨げない）
進捗状況の評価 ３か月に１回以上実施し、利用者の居宅を訪問した上で、居宅での生活状況を確認するとともに、当該利用者又はその家族に対

して個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて個別機能訓練計画の見直し等を行う。

常勤・非常勤は問わない



現 行 改定後例：通所介護
9：00 16：00

9：00 16：00

10：00 13：00

２名配置された時
間帯に機能訓練を

受けた利用者

１名配置された時
間帯に機能訓練を

受けた利用者

個別機能訓練
加算（Ⅰ）ロ
の算定が可能

個別機能訓練
加算（Ⅰ）イ
の算定が可能

（ イ
配
置 専
時 従
間 1
定 名
め 以
な 上
し 配
） 置

（ ロ
専配
従 イ置
1時 の

間 名 配
定 以 置
め 上 に
な 配 加
し 置 え
） 、

例：通所介護
9：00 16：00

9：00 16：00

10：00 13：00

２名配置された時
間帯に機能訓練を

受けた利用者

個別機能訓練
加算（Ⅰ）ロ
の算定が可能

提供時間を通じ
て専従のため、
基準上の他の職
務に配置するこ
とはできない

13：00

（ イ
配
置 専
時 従
間 1
定 名
め 以
な 上
し 配
） 置

ロ

、

1 の

（
提 専供 従 イ時
間
を 名 配
通 以 置
じ 上 に
て 配 加
配 置 え置
）

１名配置され
た時間帯に機
能訓練を受け

た利用者

個別機能訓
練加算

（Ⅰ）イの
算定が可能

配置時間以外
の時間で別の
職務に配置す
ることが可能

別の事業所で
資格を生かす
ことも可能

【改正イメージ】

３.（３）⑦ 通所介護、地域密着型通所介護における個別機能訓練加算の
人員配置要件の緩和及び評価の見直し②

機能訓練指導員

機能訓練指導員（提供時間を通じて配置）

機能訓練指導員

機能訓練指導員 介護職員

or
機能訓練指導員
（別事業所）

５．⑤ 通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化

概要 【通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★、通所リハビリテーション★、療養通所介護】

○ 通所系サービスにおける送迎について、利便性の向上や運転専任職の人材不足等に対応する観点から、送迎先に
ついて利用者の居住実態のある場所を含めるとともに、他の介護事業所や障害福祉サービス事業所の利用者との同
乗を可能とする。【Q&A発出】

算定要件等
（送迎の範囲について）
○ 利用者の送迎について、利用者の居宅と事業所間の送迎を原則とするが、運営上支障が無く、利用者の居住実態

（例えば、近隣の親戚の家）がある場所に限り、当該場所への送迎を可能とする。

（他介護事業所利用者との同乗について）
○ 介護サービス事業所において、他事業所の従業員が自事業所と雇用契約を結び、自事業所の従業員として送迎を

行う場合や、委託契約において送迎業務を委託している場合（共同での委託を含む）には、責任の所在等を明確に
した上で、他事業所の利用者との同乗を可能とする。

（障害福祉サービス利用者との同乗について）
○ 障害福祉サービス事業所が介護サービス事業所と雇用契約や委託契約（共同での委託を含む）を結んだ場合にお

いても、責任の所在等を明確にした上で、障害福祉サービス事業所の利用者も同乗することを可能とする。
※ なお、この場合の送迎範囲は、利用者の利便性を損うことのない範囲並びに各事業所の通常の事業実施地域範囲内とする。

利用者の居宅と事業所間の送迎が原則です！
利用者の居住実態が他にあると考えられる場合等は個別に判断するため松阪市にご相談ください！



【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】

３.（３）⑪ 随時対応サービスの集約化できる範囲の見直し

概要

○ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が行う随時対応サービスについて、適切な訪問体制が確実に確保され
ており、利用者へのサービス提供に支障がないことを前提に、事業所所在地の都道府県を越えて事業所間連携が可
能であることを明確化する。【通知改正】

算定要件等

○ 一体的実施ができる範囲について、 都道府県を越えて連携を行っている場合の運用については、その範囲が明確
になっていないため、適切な訪問体制が確実に確保されており、利用者へのサービス提供に支障がないことを前提
に、事業所所在地の都道府県を越えて事業所間連携が可能であることを明確化する。

概要 【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】

○ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護と夜間対応型訪問介護の機能・役割や利用状況等を踏まえ、将来的なサービ
スの統合を見据えて、夜間対応型訪問介護との一体的実施を図る観点から、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の
基本報酬に、夜間対応型訪問介護の利用者負担に配慮した新たな区分を設ける。【告示改正】

４.（２）② 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本報酬の見直し

単位数・算定要件等

（※）連携型事業所も同様

＜改定後＞
一体型事業所（※）

介護度 介護・看護
利用者 介護利用者 夜間にのみサービスを必要とする利用者（新設）

要介護１ 7,946単位 5,446単位 【定額】
・基本夜間訪問サービス費：989単位/月

【出来高】
・定期巡回サービス費：372単位/回
・随時訪問サービス費（Ⅰ）：567単位/回
・随時訪問サービス費（Ⅱ）：764単位/回
（２人の訪問介護員等により訪問する場合）

注：要介護度によらない

要介護２ 12,413単位 9,720単位

要介護３ 18,948単位 16,140単位

要介護４ 23,358単位 20,417単位

要介護５ 28,298単位 24,692単位



３.（３）③ 訪問看護等における24時間対応体制の充実
概要 【訪問看護★、定期巡回・随時対応型訪問介護看護】

○ 緊急時訪問看護加算について、訪問看護等における 24 時間対応体制を充実する観点から、夜間対応する看護師
等の勤務環境に配慮した場合を評価する新たな区分を設ける。 【告示改正】

単位数
＜現行＞ ＜改定後＞

緊急時訪問看護加算（Ⅰ）（新設）
指定訪問看護ステーションの場合
病院又は診療所の場合
一体型定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所の場合

緊急時訪問看護加算（Ⅱ）
指定訪問看護ステーションの場合
病院又は診療所の場合
一体型定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所の場合

緊急時訪問看護加算
指定訪問看護ステーションの場合
病院又は診療所の場合

574単位/月
315単位/月

600単位/月
325単位/月

一体型定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所の場合 315単位/月 325単位/月

574単位/月
315単位/月

315単位/月

算定要件等
＜緊急時訪問看護加算（Ⅰ）＞（新設）
○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
（１）利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制にあること。
（２）緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備が行われていること。

＜緊急時訪問看護加算（Ⅱ）＞
○ 緊急時訪問看護加算（Ⅰ）の（１）に該当するものであること。

緊急時訪問看護加算についての注意点

・利用者に対して、電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制にある旨及び計画にない緊急時訪問を行う場合には緊
急時訪問看護加算を算定する旨を説明し、同意を得た場合に加算する。

・当該加算を介護保険で請求した場合、同月に訪問介護による緊急時訪問看護加算及び看護小規模多機能型居宅介護による緊急時対応加算並
びに医療保険における訪問看護の24時間対応体制加算は算定できない。
1人の利用者に対して１か所の事業所に限り算定できるものなので、当該加算の説明時に他の事業所から緊急時訪問看護加算に係る訪問看護を
受けていないか確認が必要。

・緊急時訪問看護加算（Ⅰ）を算定する場合は、「緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制」として
以下の項目のうちア又はイを含むいずれか２項目以上を満たす必要あり。
ア 夜間対応した翌日の勤務間隔の確保
イ 夜間対応に係る勤務の連続回数が２連続（２回）まで
ウ 夜間対応後の暦日の休日確保
エ 夜間勤務のニーズを踏まえた勤務体制の工夫
オ ICT、AI、IoT等の活用による業務負担軽減
カ 電話等による連絡および相談を担当する者に対する支援体制の確保

※夜間対応…夜間（午後6時～午後10時まで）、深夜（午後10時～午後6時まで）、早朝（午前6時～午前8時）において緊急時訪問看護サービスを
行った場合または利用者等からの電話を受け当該者に指導を行った場合。
なお、訪問日時の変更に係る連絡や利用者負担額の支払いに関する問合せ等の事務的な内容の電話連絡は夜間対応に含まれない。

※翌日…夜間対応の修了時刻を含む日のこと。



３.（３）⑤ 退院時共同指導の指導内容の提供方法の柔軟化

概要 【訪問看護★、定期巡回・随時対応型訪問介護看護】

○ 退院時共同指導加算について、指導内容を文書以外の方法で提供することを可能とする。 【告示改正】

算定要件等
＜改定前＞

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療 院に
入院中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、指
定訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除 く
。）が、退院時共同指導（当該者又はその看護に当たっ
ている者に対して、病院、診療所、介護老人保健施設又
は介護医療院の主治の医師その他の従業者と共同し、在
宅での療養上必要な指導を行い、その内容を文書により
提供することをいう。）を行った後に、当該者の退院又
は退所後に当該者に対する初回の指定訪問看護を行った
場合に、退院時共同指導加算として、当該退院又は退所
につき１回（特別な管理を必要とする利用者については
、２回）に限り、所定単位数を加算する。

ただし、初回加算を算定する場合には、退院時共同
指導加算は算定しない。

＜改定後＞
病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に

入院中又は入所中の者が退院又は退所する に当たり、
指定訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除
く。）が、退院時共同指導（当該者又はその看護に当
たっている者に対して、病院、診療所、介護老人保健
施設又は介護医療院の主治の医師その他の従業者と共
同し、在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を
提供することをいう。）を行った後に、当該者の退院
又は退所後に当該者に対する初回の指定訪問看護を
行った場合に、退院時共同指導加算として、当該退院
又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者
については、２回）に限り、所定単位数を加算する。

ただし、初回加算を算定する場合には、退院時 共
同指導加算は算定しない。

３.（３）⑫（看護）小規模多機能型居宅介護における管理者の配置基準の見直し

概要 【小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介護】

○（看護）小規模多機能型居宅介護における管理者について、提供する介護サービスの質を担保しつつ、事業所を効率
的に運営する観点から、他の事業所の管理者及び従事者との兼務可能なサービス類型を限定しないこととする。
【省令改正】

基準
改定前 改定後

小
規
模
多
機
型
居
宅
介
護

（管理者）
第六十四条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介護
事業所の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、
又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第六項の表の当該指定小規模多機能型
居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等
の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・
随時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定
訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る職
務を含む。）若しくは法第百十五条の四十五第一項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（
同項第一号ニに規定する第一号介護予防支援事業を除く。）に従事することができるものとする。

（管理者）
第六十四条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機

能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理
者を置かなければならない。ただし、指定小規模多機能型居宅介
護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型居
宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職
務に従事することができるものとする。

多
機看
型護
居小
宅規
介模
護

（管理者）
第百七十二条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定看護小規模多
機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の
他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等若しくは当該指定看護小規模多機能
型居宅介護事業所に併設する前条第七項各号に掲げる施設等の職務に従事することができるものと
する。

（管理者）
第百七十二条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する
常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定看護小規模
多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定看
護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の
事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。



概要 【看護小規模多機能型居宅介護】

〇 看護小規模多機能型居宅介護のサービス拠点における「通い」・「泊まり」で提供されるサービスに、看護サービ
ス（療養上の世話又は必要な診療の補助）が含まれる旨を明確化する法改正があったことから、その旨を運営基準
においても明確化する。【省令改正】

５．⑥ 看護小規模多機能型居宅介護におけるサービス内容の明確化

基準
＜改定後＞
（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針）
第百七十七条
一 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み

慣れた地域での生活を継続することができるよう、利
用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている
環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿
泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、当該利
用者の居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、
若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能
訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を妥当
適切に行うものとする。

＜改定前＞
（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針）
第百七十七条
一 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み

慣れた地域での生活を継続することができるよう、利
用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている
環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿
泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、療養上
の管理の下で妥当適切に行うものとする。

１.（３）⑥ 看護小規模多機能型居宅介護における柔軟なサービス利用の促進

概要 【看護小規模多機能型居宅介護】

〇 看護小規模多機能型居宅介護において、介護度によらず利用者ごとの利用頻度が幅広く、利用料や「通い・泊まり
・訪問（看護・介護）」の各サービスの利用ニーズの有無等を理由に新規利用に至らないことがあることを踏まえ
、利用者の柔軟な利用を促進する観点から、以下の見直しを行う。【告示改正】

ア 当該登録者へのサービス提供回数が過少な場合は、基本報酬を減算する。
イ 緊急時訪問看護加算について、緊急時の宿泊サービスを必要に応じて提供する体制を評価する要件を追加する

見直しを行う。

単位数・算定要件等
＜現行＞
イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

算定月における提供回数について、登録者（短期利
用居宅介護費を算定する者を除く。）１人当たり平均
回数が、週４回に満たない場合は、所定単位数の100分
の70に相当する単位数を算定する。

＜改定後＞
イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

算定月における提供回数について、週平均１回に

＜現行＞
ヲ 緊急時訪問看護加算 574単位/月

利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対し
て当該基準により24時間連絡できる体制にあって、か
つ、計画的に訪問することとなっていない緊急時にお
ける訪問を必要に応じて行う体制にある場合（訪問看
護サービスを行う場合に限る。）には、１月につき所
定単位数を加算する。

満たない場合、又は登録者（短期利用居宅介護費を
算定する者を除く。）１人当たり平均回数が、週４
回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相
当する単位数を算定する。

＜改定後＞
ヲ 緊急時対応加算 774単位/月

利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対
して当該基準により24時間連絡できる体制にあって、
かつ、計画的に訪問することとなっていない緊急時
における訪問及び計画的に宿泊することとなってい
ない緊急時における宿泊を必要に応じて行う体制に
ある場合（訪問については、訪問看護サービスを行
う場合に限る。）には、１月につき所定単位数を加
算する。



概要 【定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介護】

○ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び（看護）小規模多機能型居宅介護が、地域包括ケアシステムの担い手と
して、より地域に開かれた拠点となり、認知症対応を含む様々な機能を発揮することにより、地域の多様な主体と
ともに利用者を支える仕組みづくりを促進する観点から、総合マネジメント体制強化加算について、地域包括ケア
の推進と地域共生社会の実現に資する取組を評価する新たな区分を設ける。なお、現行の加算区分については、新
たな加算区分の取組を促進する観点から評価の見直しを行う。【告示改正】

１.（２）④ 総合マネジメント体制強化加算の見直し①

単位数

＜現行＞
総合マネジメント体制強化加算 1,000単位/月

＜改定後＞
総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ）
総合マネジメント体制強化加算（Ⅱ）

1,200単位/月（新設）
800単位/月（変更）

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護★、看護小規模多機能型居宅介護】

１.（２）④ 総合マネジメント体制強化加算の見直し②
算定要件等

算定要件（(４)〜(10)は新設）

加算（Ⅰ）：1200単位
（新設）

加算（Ⅱ）：800単位
(現行の1,000単位から見直し）

小規模多機能
型居宅介護

看護小規模多機
能型居宅介護

定期巡回・随
時対応型訪問

介護看護
小規模多機能
型居宅介護

看護小規模多機
能型居宅介護

定期巡回・随
時対応型訪問

介護看護

（１）個別サービス計画について、利用者の心身の状況や家族を取り巻く環境の変化を踏
まえ、介護職員（計画作成責任者）や看護職員等の多職種協働により、随時適切に見
直しを行っていること

○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）利用者の地域における多様な活動が確保されるように、日常的に地域住⺠等との交
流を図り、利用者の状態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参加していること ○ ○ ○ ○

（３）地域の病院、診療所、介護老人保健施設等に対し、事業所が提供することのできる
サービスの具体的な内容に関する情報提供を行っていること ○ ○ ○ ○

（４）日常的に利用者と関わりのある地域住⺠等の相談に対応する体制を確保している
こと ○ ○ ○

（５）必要に応じて、多様な主体が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービ
スを含む）が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成していること ○ ○

（６）地域住⺠等との連携により、地域資源を効果的に活用し、利用者の状態に応じた支
援を行っていること

事業所の特
性に応じて
１つ以上

実施

事業所の特
性に応じて
１つ以上

実施

○

（７）障害福祉サービス事業所、児童福祉施設等と協働し、地域において世代間の交流の
場の拠点となっていること（※）

事業所の特
性に応じて
１つ以上

実施

（８）地域住⺠等、他事業所等と共同で事例検討会、研修会等を実施していること

（９）市町村が実施する通いの場や在宅医療・介護連携推進事業等の地域支援事業等に参
加していること

（10）地域住⺠及び利用者の住まいに関する相談に応じ、必要な支援を行っていること

（※）定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、「障害福祉サービス事業所、児童福祉施設等と協働し、地域において世代間の交流を行っていること。」が要件



１.（３）① 専門性の高い看護師による訪問看護の評価

概要 【訪問看護★、看護小規模多機能型居宅介護】

○ 医療ニーズの高い訪問看護利用者が増える中で、適切かつより質の高い訪問看護を提供する観点から、専門性の
高い看護師が指定訪問看護、指定介護予防訪問看護及び指定看護小規模多機能型居宅介護の実施に関する計画的な
管理を行うことを評価する新たな加算を設ける。【告示改正】

単位数
＜現行＞

なし
＜改定後＞

専門管理加算 250単位/月（新設）

算定要件等
○ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業所の緩和ケ

ア、褥瘡ケア若しくは人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた看護師又は特定行為研修を修了し
た看護師が、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合には、所定単位数に加算する。（新設）
イ 緩和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた看護師が計画的な管理を行った場合

・ 悪性腫瘍の鎮痛療法又は化学療法を行っている利用者
・ 真皮を越える褥瘡の状態にある利用者
・ 人工肛門又は人工膀胱を造設している者で管理が困難な利用者

ロ 特定行為研修を修了した看護師が計画的な管理を行った場合
・ 診療報酬における手順書加算を算定する利用者

※対象の特定行為：気管カニューレの交換、胃ろうカテーテル若しくは腸ろうカテーテル又は胃ろうボタンの交換、膀胱ろうカテーテルの交換、褥瘡又
は慢性創傷の治療における血流のない壊死組織の除去、創傷に対する陰圧閉鎖療法、持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整、
脱水症状に対する輸液による補正

専門性の高い看護師
による月1回以上の
指定訪問看護が必要

イ 緩和ケア、褥瘡ケア若しくは人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修
現時点では以下の研修が該当

① 褥瘡ケアについては、日本看護協会の認定看護師教育課程「皮膚・排泄ケア」
② 緩和ケアについては、
・ 日本看護協会の認定看護師教育課程「緩和ケア※」、「乳がん看護」、「がん放射線療
法看護」及び「がん薬物療法看護※」
・ 日本看護協会が認定している看護系大学院の「がん看護」の専門看護師教育課程
③ 人工肛門及び人工膀胱ケアについては、
日本看護協会の認定看護師教育課程「皮膚・排泄ケア」

※ 平成30 年度の認定看護師制度改正前の教育内容による研修を含む。
例えば「緩和ケア」は、従前の「緩和ケア」「がん性疼痛看護」も該当し、「がん
薬物療法看護」は従前の「がん化学療法看護」も当該研修に該当する。

ロ 看護師の特定行為研修
現時点では、特定行為に係る看護師の研修制度により厚生労働大臣が指定する指定研
修機関において行われる以下の研修が該当する。

① 「呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連」、「ろう孔管理関連」、「創傷管理関連」及
び「栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連」のいずれかの区分の研修
② 「在宅・慢性期領域パッケージ研修」



１.（４）③ 訪問看護等におけるターミナルケア加算の見直し

概要 【訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護】

○ ターミナルケア加算について、介護保険の訪問看護等におけるターミナルケアの内容が医療保険におけるターミ
ナルケアと同様であることを踏まえ、評価の見直しを行う。【告示改正】

単位数

＜現行＞
ターミナルケア加算 2,000単位/死亡月

＜改定後＞
ターミナルケア加算 2,500単位/死亡月（変更）

算定要件等
○ 変更なし

１.（４）④ 情報通信機器を用いた死亡診断の補助に関する評価

概要 【訪問看護、看護小規模多機能型居宅介護】

○ 離島等に居住する利用者の死亡診断について、診療報酬における対応との整合性を図る観点から、ターミナルケ
ア加算を算定し、看護師が情報通信機器を用いて医師の死亡診断の補助を行った場合の評価を新たに設ける。
【告示改正】

単位数

＜現行＞
なし

＜改定後＞
遠隔死亡診断補助加算 150単位/回（新設）

算定要件等
○ 情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看護師が、医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ001の注

８（医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ001―２ の注６の規定により準用する場合（指定特定施設入居者生活介護事
業者の指定を受けている有料老人ホームその他これに準ずる施設が算定する場合を除く。）を含む。）に規定する
死亡診断加算を算定する利用者（別に厚生労働大臣が定める地域に居住する利用者に限る。）について、その主治
医の指示に基づき、情報通信機器を用いて医師の死亡診断の補助を行った場合は、遠隔死亡診断補助加算として、
所定単位数に加算する。（新設）
【参考】Ｃ001 在宅患者訪問診療料（I)

注８ 死亡診断加算 200点
以下の要件を満たしている場合であって、「情報通信機器（ICT）を利⽤した死亡診断等ガイドライン（平成29 年９月厚⽣労働省）」に基づき、ICTを利⽤した看護師との連携による死亡診断を⾏
う場合には、往診⼜は訪問診療の際に死亡診断を⾏っていない場合でも、死亡診断加算のみを算定可能。
ア 当該患者に対して定期的・計画的な訪問診療を⾏っていたこと。
イ 正当な理由のために、医師が直接対⾯での死亡診断等を⾏うまでに12 時間以上を要することが⾒込まれる状況であること。
ウ 特掲診療料の施設基準等の第四の四の三の三に規定する地域に居住している患者であって、連携する他の保険医療機関において区分番号「Ｃ005」在宅患者訪問看護・指導料の在宅ターミナルケ
ア加算若しくは「Ｃ005－１－２」同⼀建物居住者訪問看護・指導料⼜は連携する訪問看護ステーションにおいて訪問看護ターミナルケア療養費を算定していること。



概要 【訪問介護、訪問入浴介護★、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護】

○ 訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算について、認知症高齢者の重症化の緩和や日常生活自立度Ⅱの者に
対して適切に認知症の専門的ケアを行うことを評価する観点から、利用者の受入れに関する要件を見直す。
【告示改正】

１.（７）① 訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の見直し

単位数

＜現行＞
認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３単位/日※
認知症専門ケア加算（Ⅱ） ４単位/日※

＜改定後＞
変更なし
変更なし

※  定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護（Ⅱ）については、認知症専門ケア加算（Ⅰ）90単位/月、認知症専門ケア加算（Ⅱ）120単位/月

算定要件等
＜認知症専門ケア加算（Ⅰ）＞

ア 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者が利用者の２分の１以上
イ 認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者が20人未満の場合は１以上、

20人以上の場合は１に、当該対象者の数が19を超えて10又は端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置
ウ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合
エ 当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催

＜認知症専門ケア加算（Ⅱ）＞
ア 認知症専門ケア加算（Ⅰ）のイ・エの要件を満たすこと
イ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が利用者の100分の20以上
ウ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合
エ 認知症介護指導者研修修了者を１名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実施
オ 介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、研修を実施又は実施を予定

認知症介護に係る専門的な研修

認知症介護の指導に係る専門的な研修

概要 【小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護】
○ （看護）小規模多機能型居宅介護における認知症対応力の更なる強化を図る観点から、認知症加算について、新た

に認知症ケアに関する専門的研修修了者の配置や認知症ケアの指導、研修等の実施を評価する新たな区分を設ける。
その際、現行の加算区分については、新たな加算区分の取組を促進する観点から、評価の見直しを行う。【告示改正】

単位数
＜現行＞ ＜改定後＞

認知症加算（Ⅰ） 800単位/月 認知症加算（Ⅰ） 920単位/月（新設）
認知症加算（Ⅱ） 500単位/月 認知症加算（Ⅱ） 890単位/月（新設）

認知症加算（Ⅲ） 760単位/月（変更）
認知症加算（Ⅳ） 460単位/月（変更）

算定要件等
＜認知症加算（Ⅰ）＞（新設）

○ 認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が20人未満の場合は１以上、20人以上の場合は１に、当該対
象者の数が19を超えて10又は端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置

○ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合
○ 当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催
○ 認知症介護指導者研修修了者を１名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実施
○ 介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、実施又は実施を予定

＜認知症加算（Ⅱ）＞（新設）
○ 認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が20人未満の場合は１以上、20人以上の場合は１に、当該対

象者の数が19を超えて10又は端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置
○ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合
○ 当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催

＜認知症加算（Ⅲ）＞（現行のⅠと同じ）
○ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、（看護）小規模多機能型居宅介護を行った場合

＜認知症加算（Ⅳ）＞（現行のⅠと同じ）
○ 要介護状態区分が要介護２である者であって、認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱに該当する者に対して、（看護）小規模多機能型居宅介護を

行った場合

１.（７）④ （看護）小規模多機能型居宅介護における認知症対応力の強化

認知症介護に係る専門的な研修

認知症介護の指導に係る専門的な研修

認知症介護に係る専門的な研修



認知症専門ケア加算、認知症加算の算定要件にある研修について

認知症介護に係る専門的な研修
・認知症介護実践リーダー研修

又は
・認知症看護に係る適切な研修

認知症介護の指導に係る専門的な研修
・認知症介護指導者養成研修

又は
・認知症看護に係る適切な研修

※認知症看護に係る適切な研修とは…
①日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修
②日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び「精神看護」の専門看護師教育課程
③日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」…（認定証が発行されている者に限る）

※認知症介護実践リーダー研修未受講でも、平成20年度以前の認知症介護指導者養成研修を修了した者は
実践リーダー研修を修了したものとしてみなすこととなっている。

◎認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者、
又は認知症看護に係る適切な研修を修了した者を1名配置する場合、「認知症介護に係る専門的な研修」及び
「認知症介護の指導に係る専門的な研修」の修了者をそれぞれ1名配置したことになる。

１.（７）⑤ 認知症対応型共同生活介護、介護保険施設における平時からの
認知症の行動・心理症状の予防、早期対応の推進

単位数
＜現行＞

なし
＜改定後＞

認知症チームケア推進加算（Ⅰ）150単位/月（新設）
認知症チームケア推進加算（Ⅱ）120単位/月（新設）
※認知症専門ケア加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定している場合においては、算定不可。

概要 【認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

○ 認知症の行動・心理症状（BPSD）の発現を未然に防ぐため、あるいは出現時に早期に対応するための平時から
の取組を推進する観点から、新たな加算を設ける。【告示改正】

算定要件等
＜認知症チームケア推進加算（Ⅰ）＞（新設）
（１） 事業所又は施設における利用者又は入所者の総数のうち、日常生活自立度Ⅱ以上の者の占める割合が２分の１

以上であること。
（２）認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応（以下「予防等」という。）に資する認知症介護の指導に係

る専門的な研修を修了している者又は認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に資する
ケアプログラムを含んだ研修を修了した者を１名以上配置し、かつ、複数人の介護職員から成る認知症の行動・心理
症状に対応するチームを組んでいること。

（３） 対象者に対し、個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、その評価に基づく値を測定し、認知症
の行動・心理症状の予防等に資するチームケアを実施していること。

（４） 認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアについて、カンファレンスの開催、計画の作成、認知症の
行動・心理症状の有無及び程度についての定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見直し等を行っていること。

＜認知症チームケア推進加算（Ⅱ）＞（新設）
・（Ⅰ）の（１）、（３）及び（４）に掲げる基準に適合すること。
・ 認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、か

つ、複数人の介護職員から成る認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいること。



認知症チームケア推進加算の算定要件にある研修について

認知症チームケア推進加算Ⅰの場合
(認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応（以下「予防等」という。）に資する認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者
又は認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に資するケアプログラムを含んだ研修を修了した者とは)
認知症介護指導者養成研修 と
認知症チームケア推進研修 の両方を修了した者を指す

認知症チームケア推進加算Ⅱの場合
（認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修を修了している者とは）

認知症介護実践リーダー研修 と
認知症チームケア推進研修 の両方を修了した者を指す

★認知症チームケア推進研修について★
・認知症介護研究・研修センター（東京・仙台・大府）が実施するオンデマンド形式の研修。
研修受講申し込み・受講料支払い後は、いつでも研修受講可能とのこと。

・受講対象者 全国の施設・事業所で勤務する認知症介護指導者養成研修を修了した者（受講予定の者を含む）、
認知症介護実践リーダー研修を修了した者（受講予定の者を含む）等

・申し込み方法 認知症チームケア推進研修のホームページ

https://www.dcnet.gr.jp/teamcare/
からmanaable操作マニュアルをダウンロードし、内容を確認のうえ、同ページより申し込みを行う。
※manaable（マナブル）とは、研修申込・支払い・受講・修了証発行すべてをオンラインで一元管理するシステムです。

https://www.dcnet.gr.jp/teamcare/


概要 【認知症対応型共同生活介護★】

○ 令和３年度介護報酬改定における介護老人福祉施設等に係る見守り機器等を導入した場合の夜勤職員配置加算の
見直しと同様に、認知症対応型共同生活介護の夜間支援体制加算について、見直しを行う。【告示改正】

３.（２）⑥ 認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の見直し

単位数
＜改定後＞

変更なし
＜現行＞

夜間支援体制加算（Ⅰ）
夜間支援体制加算（Ⅱ）

50単位/日（共同生活住居の数が１の場合）
25単位/日（共同生活住居の数が２以上の場合）

算定要件等
○ 認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の人員配置要件について、現行の算定要件に加え、要件を

満たし、夜勤を行う介護従業者が最低基準を0.9人以上上回っている場合にも算定を可能とすることとする。

※ 全ての開所日において夜間及び深夜の時間帯の体制が人員配置基準を上回っていること。
※ 宿直職員は事業所内での宿直が必要。
※ 併設事業所と同時並行的に宿直勤務を行う場合には算定対象外（それぞれに宿直職員が必要）。

夜勤職員の最低基準（１ユニット１人）
への加配人数

見守り機器の利用者に
対する導入割合 その他の要件

現行
要件

事業所ごとに常勤換算方法で１人以上の
夜勤職員又は宿直職員を加配すること。

新設
要件

事業所ごとに常勤換算方法で
0.9人以上の夜勤職員を加配すること。 10%

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員
の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を設
置し、必要な検討等が行われていること。

医療連携体制加算(Ⅱ) 医療連携体制加算(Ⅰ)のいずれかを算定していることが要件
単位数 ５単位/日

算
定
要
件

医療的ケアが
必要な者の
受入要件

・ 算定日が属する月の前３月間において、次のいずれかに該当する状態の入居者が１人以上であること。
(１)喀痰吸引を実施している状態
(２)呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態
(３)中心静脈注射を実施している状態
(４)人工腎臓を実施している状態
(５)重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を

実施している状態

(６)人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態
(７)経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態
(８)褥瘡に対する治療を実施している状態
(９)気管切開が行われている状態
(10) 留置カテーテルを使用している状態
(11) インスリン注射を実施している状態

１.（３）⑭ 認知症対応型共同生活介護における医療連携体制加算の見直し
【認知症対応型共同生活介護】概要

○認知症対応型共同生活介護における医療連携体制加算について、看護体制の整備や医療的ケアが必要な者の受入れ
について適切に評価する観点から、体制要件と医療的ケアが必要な者の受入要件を分けて評価を行い、医療的ケア
が必要な者の受入要件については、対象となる医療的ケアを追加する見直しを行う。【告示改正】

単位数・算定要件等
医療連携体制加算(Ⅰ) イ ロ ハ
単位数 57単位/日 47単位/日 37単位/日

算
定
要
件

看護体制要件

・ 事業所の職員として看護師を常勤
換算で１名以上配置していること
。

・ 事業所の職員として看護職員を常
勤換算で１名以上配置しているこ
と。

・ 事業所の職員として、又は病院、
診療所若しくは訪問看護ステー
ションとの連携により、看護師を
１名以上確保していること。

・ 事業所の職員である看護師、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションの看護師との連携により、24時間連
絡できる体制を確保していること。

指針の
整備要件

・ 重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説明し、
同意を得ていること。

体
制
評
価

受
入
評
価

Ⅲ→ Ⅰ→Ⅱ→



１.（３）㉒ 介護老人福祉施設等における緊急時等の対応方法の定期的な見直し

概要 【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

○ 介護老人福祉施設等における入所者への医療提供体制を確保する観点から、介護老人福祉施設等があらかじめ定
める緊急時等における対応方法について、配置医師及び協力医療機関の協力を得て定めることとする。また、１年
に１回以上、配置医師及び協力医療機関の協力を得て見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変
更を行わなければならないこととする。【省令改正】

基準
＜現行＞ ＜改定後＞

指定介護老人福祉施設は、入所者の病状の
急変が生じた場合のため、あらかじめ、配置
医師との連携方法その他の緊急時等における
対応方法を定めておかなければならない。

指定介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変が生じ
た場合その他必要な場合のため、あらかじめ、配置医師
及び協力医療機関の協力を得て、配置医師及び協力医療
機関との連携方法その他の緊急時等における対応方法を
定めておかなければならない。

指定介護老人福祉施設は、配置医師及び協力医療機関
の協力を得て、１年に１回以上、緊急時等における対応
方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対
応方法の変更を行わなければならない。

・施設内の急変対応の事例について関係者で振り返り
を行うことなどが望ましい。

・「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運
営に関する基準」第152条第2項に規定される、協力医
療機関との間で1年に1回以上行う入所者病状が急変し
た場合等の対応方法の確認と合わせてもよい。

１.（３）⑮ 配置医師緊急時対応加算の見直し

概要 【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

○ 入所者に急変が生じた場合等の対応について、配置医師による日中の駆けつけ対応をより充実させる観点から、
現行、早朝・夜間及び深夜にのみ算定可能な配置医師緊急時対応加算について、日中であっても、配置医師が通常
の勤務時間外に駆けつけ対応を行った場合を評価する新たな区分を設ける。【告示改正】

単位数
＜現行＞ ＜改定後＞

配置医師緊急時対応加算 配置医師緊急時対応加算
なし 配置医師の通常の勤務時間外の場合 325単位/回（新設）

（早朝・夜間及び深夜を除く）
早朝・夜間の場合 650単位/回 早朝・夜間の場合 650単位/回
深夜の場合 1,300単位/回 深夜の場合 1,300単位/回

算定要件等
○ 次の基準に適合しているものとして届出を行った指定介護老人福祉施設において、配置医師が施設の求めに応じ、

早朝（午前６時から午前８時まで）、夜間（午後６時から午後10時まで）、深夜（午後10時から午前６時まで）又
は配置医師の通常の勤務時間外（早朝、夜間及び深夜を除く。）に施設を訪問して入所者に対し診療を行い、かつ、
診療を行った理由を記録した場合に所定単位数を算定する。ただし、看護体制加算（Ⅱ）を算定していない場合は、
算定しない。
・ 入所者に対する注意事項や病状等についての情報共有、曜日や時間帯ごとの医師との連絡方法、診療を依頼す

る場合の具体的状況等について、配置医師と施設の間で、具体的な取決めがなされていること。
・ 複数名の配置医師を置いていること又は配置医師と協力医療機関の医師が連携し、施設の求めに応じ24時間対

応できる体制を確保していること。

◎算定に当たっては、配置医師と施設の間で緊急時の注意事項
や情報共有の方法等について1年に1回以上の見直しが必要



１. （３）⑲ 協力医療機関との連携体制の構築

概要
○ 介護保険施設について、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下でより適切な対応を行

う体制を確保する観点から、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連携体制を構築
するために、以下の見直しを行う。【省令改正】
ア 以下の要件を満たす協力医療機関（③については病院に限る。）を定めることを義務付ける（複数の医療機関を定めるこ

とにより要件を満たすこととしても差し支えないこととする。）。その際、義務付けにかかる期限を３年とし（令和9年3
月31日までは努力義務）、併せて連携体制に係る実態把握を行うとともに必要な対応について検討する。
① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い

、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。
イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医療

機関の名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。
ウ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入所させる

ことができるように努めることとする。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

概要 【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★】
○ 高齢者施設等内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下で適切な対応が行われるよう、在宅医

療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連携体制を構築するために、以下の見直しを行う。
【省令改正】
ア 協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力医療機関を定めるように努めることとする。

① 利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること。

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医療
機関の名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。

ウ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入居させるこ
とができるように努めることとする。

様式、提出方法、時期は追ってご連絡いたします。様式、提出方法、時期は追ってご連絡いたします。

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A Vol1 問124 

Q. 連携することが想定される医療機関として、在宅療養支援病院や地域包括ケア病棟を持つ医療機関等が挙げられているが、当該基準の届出を
行う医療機関をどのように把握すればよいか。

A.診療報酬における施設基準の届出受理状況については、地方厚生局のホームページに掲載されているので参考とされたい。
（地方厚生局ホームページ）
以下のホームページの一覧のうち「受理番号」の欄に下記の受理番号がある医療機関が
該当する医療機関となります。
・在宅療養支援病院：（支援病１）、（支援病２）、（支援病３）
・在宅療養支援診療所：（支援診１）、（支援診２）、（支援診３）
・在宅療養後方支援病院：（在後病）
・地域包括ケア病棟入院料（地域包括ケア入院医療管理料）：（地包ケア１）、（地包ケア２）、（地包ケア３）、（地包ケア４）

※地域包括ケア病棟については、相談対応や診療を行う医療機関として、特に 200 床未満（主に地包ケア１及び３）の医療機関が連携の対象とし
て想定されます。

※令和６年度診療報酬改定で新設される「地域包括医療病棟」は、地域の救急患者等を受け入れる病棟であり、高齢者施設等が平時から連携す
る対象としては想定されませんので、ご留意ください。

■東海北陸厚生局
＜在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、在宅療養後方支援病院＞
https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/tokaihokuriku/newpage_00349.html
※「届出受理医療機関名簿（医科）」のファイルをご参照ください。
＜地域包括ケア病棟入院料（地域包括ケア入院医療管理料）＞
https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/tokaihokuriku/newpage_00350.html
※「特定入院料（その２）」のファイルをご参照ください。

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/tokaihokuriku/newpage_00349.html
https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/tokaihokuriku/newpage_00350.html


１. （５）③ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携

概要 【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、 介護老人福祉施設、地域密着
型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

○ 施設系サービス及び居住系サービスについて、利用者及び入所者における新興感染症の発生時等に、感染者の診
療等を迅速に対応できる体制を平時から構築しておくため、感染者の診療等を行う協定締結医療機関と連携し、新
興感染症発生時における対応を取り決めるよう努めることとする。

○ また、協力医療機関が協定締結医療機関である場合には、当該協力医療機関との間で、新興感染症の発生時等の
対応について協議を行うことを義務づける。【省令改正】

第二種協定指定医療機関

（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
第6条第17項に規定）

→病床、発熱外来、自宅療養者等に関する医療措置協定を締結
した医療機関等を対象に、県が指定。

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A Vol1 問129

Q.「第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること」とあるが、第二種協定指定医療機関である

医療機関をどのように把握すればよいか。また、診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算の届出を行っている医療機関を
どのように把握すればよいか。

A.都道府県と医療機関の医療措置協定の締結は令和６年４月から９月末までに行うこととされており、都道府県において、協定締結した医療機関を

公表することとされている。また、診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算の届出を行っている医療機関については、地方
厚生局のホームページに掲載されているので参照されたい。

■東海北陸厚生局
https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/tokaihokuriku/newpage_00349.html
※ 「届出受理医療機関名簿」のファイルをご参照ください。
受理番号に感染対策１、感染対策２、感染対策３、外来感染の記載のある医療機関が該当します。

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A Vol1 問130

Q.第二種協定指定医療機関との連携について、感染症法に基づく都道府県との医療措置協定の締結は令和６年９月末までに行うこととされている
が、令和６年９月末までの間は、どのような医療機関と連携すればよいか。

A.令和６年９月末までの間は、現に感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算の届出を行っている医療機関と連携することでも差し支えない。
なお、令和６年 １０月以降については、第二種協定指定医療機関と連携することが必要であることから留意すること。

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/tokaihokuriku/newpage_00349.html


１. （５）① 高齢者施設等における感染症対応力の向上

概要 【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★ 、介護老人福祉施設、地域密着
型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

○ 高齢者施設等については、施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関との連携の上で施設内で感染者の療養を
行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止することが求められることから、以下を評価する新たな加算を設ける。

ア 新興感染症の発生時等に感染者の診療等を実施する医療機関（協定締結医療機関）との連携体制を構築していること。
イ 上記以外の一般的な感染症（※）について、協力医療機関等と感染症発生時における診療等の対応を取り決めるとともに、当該

協力医療機関等と連携の上、適切な対応を行っていること。
※ 新型コロナウイルス感染症を含む。

ウ 感染症対策にかかる一定の要件を満たす医療機関等や地域の医師会が定期的に主催する感染対策に関する研修に参加し、助言や
指導を受けること。

○ また、感染対策に係る一定の要件を満たす医療機関から、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地指導を受けることを評
価する新たな加算を設ける。【告示改正】

単位数
＜現行＞

なし
＜改定後＞

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 10単位/月（新設）
高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） ５単位/月（新設）

算定要件等
＜高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）＞（新設）
○ 感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。
○ 協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的な感染症の発生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に協力医療機

関等と連携し適切に対応していること。
○ 診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関又は地域の医師会が定期的に行う院内感

染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していること。

＜高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）＞（新設）
○ 診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者が発生した場合の感染制御等

に係る実地指導を受けていること。

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修の内容に含めてよい。

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A Vol1 問131

Q.高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）について、感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関等が行う院内
感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していることとあるが、令和７年３月 ３１日までの間にあっては、３月 ３１日までに研修又
は訓練に参加予定であれば算定してよいか。

A.医療機関等に研修又は訓練の実施予定日を確認し、高齢者施設等の職員の参加の可否を確認した上で令和７年３月 ３１日までに当該研修
又は訓練に参加できる目処があれば算定してよい。

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A Vol1 問132

Q.高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）について、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関が行う実地指導の具体的な内容について
示されたい。

A.実地指導の内容について限定するものではないが、以下のものが挙げられる。
・施設等の感染対策の現状の把握、確認（施設等の建物内の巡回等）
・施設等の感染対策状況に関する助言・質疑応答
・個人防護具の着脱方法の実演、演習、指導等
・感染疑い等が発生した場合の施設等での対応方法（ゾーニング等）に関する説明、助
言及び質疑応答
・その他、施設等のニーズに応じた内容
単に、施設等において机上の研修のみを行う場合には算定できない



１. （５）② 施設内療養を行う高齢者施設等への対応

概要 【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、 介護老人福祉施設、地域密着
型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

○ 新興感染症のパンデミック発生時等において、施設内で感染した高齢者に対して必要な医療やケアを提供する観
点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避ける観点から、必要な感染対策や医療機関との連携体制を確保した上で感染
した高齢者を施設内で療養を行うことを新たに評価する。

○ 対象の感染症については、今後のパンデミック発生時に必要に応じて指定する仕組みとする。【告示改正】

単位数

＜現行＞
なし

＜改定後＞
新興感染症等施設療養費 240単位/日（新設）

算定要件等

〇 入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保
し、かつ、当該感染症に感染した入所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービスを行った場
合に、１月に１回、連続する５日を限度として算定する。
※ 現時点において指定されている感染症はない。

１. （３）⑳ 協力医療機関との定期的な会議の実施
概要 【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

○ 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、認知症対応型共同生活介護について、協力医療機関との実
効性のある連携体制を構築するため、入所者または入居者（以下「入所者等」という。）の現病歴等の情報共有を
行う会議を定期的に開催することを評価する新たな加算を創設する。

○ また、特定施設における医療機関連携加算について、定期的な会議において入居者の現病歴等の情報共有を行う
よう見直しを行う。【告示改正】

単位数
【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院】

＜現行＞
なし

＜改定後＞
協力医療機関連携加算
協力医療機関が(１) 右記の①〜③の要件を満たす場合

(２) それ以外の場合
100単位/月(令和6年度) 50単位/月(令和7年度〜)（新設）

５単位/月（新設）
【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護】

＜現行＞
医療機関連携加算

80単位/月

＜改定後＞
協力医療機関連携加算
協力医療機関が(１)右記の①、②の要件を満たす場合

(２)それ以外の場合
100単位/月（変更）
40単位/月（変更）

【認知症対応型共同生活介護】
＜現行＞

なし
＜改定後＞

協力医療機関連携加算
協力医療機関が(１)右記の①、②の要件を満たす場合

(２)それ以外の場合
100単位/月（新設）
40単位/月（新設）

（協力医療機関の要件）
① 入所者等の病状が急変した場合等に

おいて、医師又は看護職員が相談対
応を行う体制を常時確保しているこ
と。

② 高齢者施設等からの診療の求めがあ
った場合において、診療を行う体制
を常時確保していること。

③ 入所者等の病状が急変した場合等に
おいて、入院を要すると認められた
入所者等の入院を原則として受け入
れる体制を確保していること。

算定要件等
○ 協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催していること。（新設）

概ね月に1回以上。ただし、電子的システムにより協力医療機関において常
に入所者情報が確認できる体制であれば定期的に年3回以上の開催でよい。



１. （３）㉑ 入院時等の医療機関への情報提供
概要

○ 介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護について、入所者または入居者（以下「入所者等」という
。）が医療機関へ退所した際、生活支援上の留意点等の情報提供を行うことを評価する新たな加算を創設する。【告示改正】

単位数

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護】
＜現行＞ ＜改定後＞

なし 退所時情報提供加算 250単位/回（介護老人福祉施設）（新設）
退居時情報提供加算 250単位/回（特定施設、認知症対応型共同生活介護）（新設）

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型
介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

算定要件等

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★ 、介護老人福祉施設、地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護】
＜退所時情報提供加算、退居時情報提供加算 ＞

○ 医療機関へ退所する入所者等について、退所後の医療機関に対して入所者等を紹介する際、入所者等の同意を得て、当該入所者等
の心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合に、入所者等１人につき１回に限り算定する。

入所者等が医療機関へ退所した場合（新設）

退居時情報提供書（認知症対応型共同生活介護の場合）、退所時情報提供書（地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護の場合）を記載し医療機関に交付。交付した提供書の写しを介護記録等に
添付すること。

１.（３）⑯ 介護老人福祉施設等における給付調整のわかりやすい周知
概要 【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

○ 診療報酬との給付調整について正しい理解を促進する観点から、配置医師が算定できない診療報酬、配置医師で
も算定できる診療報酬であって介護老人福祉施設等で一般的に算定されているものについて、誤解されやすい事例
を明らかにするなど、わかりやすい方法で周知を行う。【通知改正】

○ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、基準上、入所者に対し、健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数の医師を配
置することとされており、この配置医師が行う健康管理及び療養上の指導は介護報酬で評価されるため、初診・再診料等については、
診療報酬の算定はできない。

○ 一方で、配置医師以外の医師（外部医師）については、（１）緊急の場合、（２）配置医師の専門外の傷病の場合に、「初・再診
料」、「往診料」等を算定できる。また、（３）末期の悪性腫瘍の場合、（４）在宅療養支援診療所等の医師による看取りの場合に
限っては、「在宅患者訪問診療料」等も算定できる。

○ こうした入所者に対する医療行為の報酬上の評価の取扱いについては、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについ
て」（平成18年３月31日保医発0331002号厚生労働省保険局医療課⻑通知。令和４年３月25日一部改正）で規定している。

配置
医師

外部
医師

緊急の場合

健康管理・療養上の指導

配置医の専門外で特に診療を必要とする場合
医療保険
で評価

介護保険
で評価

末期の悪性
腫瘍の場合

看取りの場合 ※

投薬・注射、検査、処置など、「特別養護老人ホーム等におけ
る療養の給付の取扱いについて」で診療報酬の算定ができない

とされているもの以外の医療行為の場合

医療保険・介護保険の役割のイメージ

※ 在宅療養支援診療所等の医師による看取りの場合に限る。



１.（３）⑰ 介護老人福祉施設等における透析が必要な者に対する送迎の評価

概要 【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

○ 透析が必要な者の受入れに係る負担を軽減する観点から、定期的かつ継続的に透析を必要とする入所者であって、
家族や病院等による送迎が困難である等やむを得ない事由がある者について、施設職員が月12回以上の送迎を行った
場合を評価する新たな加算を設ける。【告示改正】

算定要件等

○ 透析を要する入所者であって、その家族や病院等による送迎が困難である等やむを得ない事情があるものに対し
て、１月に12回以上、通院のため送迎を行った場合（新設）

単位数
＜現行＞ ＜改定後＞

なし 特別通院送迎加算 594単位/月（新設）

・往復で1回と数える。

・透析以外の目的による通院送迎は当
該加算の算定のための回数に含めない。

２. (１) ②介護保険施設におけるリハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組の推進①

概要
○ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養を一体的に推進し、自立支援・重度化防止を効果的に進める観点か

ら、介護老人福祉施設における個別機能訓練加算について、新たな区分を設ける。 【告示改正】

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

＜現行＞
個別機能訓練加算（Ⅰ） 12単位/日
個別機能訓練加算（Ⅱ） 20単位/月

＜改定後＞
個別機能訓練加算（Ⅰ） 12単位/日 (変更なし)
個別機能訓練加算（Ⅱ） 20単位/月 (変更なし)
個別機能訓練加算（Ⅲ） 20単位/月 (新設)

※加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）は併算定可

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】
＜個別機能訓練加算（Ⅲ）＞（新設）
○ 個別機能訓練加算（Ⅱ）を算定していること。
○ 口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント強化加算を算定していること。
○ 入所者ごとに、理学療法士等が、個別機能訓練計画の内容等の情報その他個別機能訓練の適切かつ有効な実施のた

めに必要な情報、入所者の口腔の健康状態に関する情報及び入所者の栄養状態に関する情報を相互に共有している
こと。

○ 共有した情報を踏まえ、必要に応じて個別機能訓練計画の見直しを行い、見直しの内容について、理学療法士等
の関係職種間で共有していること。

算定要件等

単位数



２.（１）③ リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る
一体的計画書の見直し

概要

○ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組を推進する観点から、リハビリテーション・個別機能
訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画書の見直しを行う。【通知改正】

【通所介護、通所リハビリテーション★、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★、介護老
人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

算定要件等

○ リハビリテーション・個別機能訓練、口腔、栄養に係る一体的計画書について、記載項目を整理するとともに、
他の様式におけるLIFE提出項目を踏まえた様式に見直し。



＋

○ 事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、⻭科医療機関及び介
護支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場合に、１月に１回に限り所定単位数を加算する。（新設）

○ 事業所は利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当たって、診療報酬の⻭科点数表区分番号C000に掲げる⻭科訪問診
療料の算定の実績がある⻭科医療機関の⻭科医師又は⻭科医師の指示を受けた⻭科衛生士が、当該従業者からの相談等に対
応する体制を確保し、その旨を文書等で取り決めていること。

必要に応じ
て相談

２.（１）⑮ 訪問系サービス及び短期入所系サービスにおける口腔管理に係る連携の強化

概要 【訪問介護、訪問看護★、訪問リハビリテーション★、短期入所生活介護★、短期入所療養介護★、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護】

○ 訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護及び定期巡回・随時対応
型訪問介護看護において、職員による利用者の口腔の状態の確認によって、⻭科専門職による適切な口腔管理の実
施につなげる観点から、事業所と⻭科専門職の連携の下、介護職員等による口腔衛生状態及び口腔機能の評価の実
施並びに利用者の同意の下の⻭科医療機関及び介護支援専門員への情報提供を評価する新たな加算を設ける。
【告示改正】

単位数
＜現行＞

なし
＜改定後＞

口腔連携強化加算 50単位/回（新設）
※１月に１回に限り算定可能

算定要件等

看護師、リハビリテーション専門職、介護職員等

情報提供

介護支援専門員
連携⻭科医療機関

訪問系サービス、短期入所系サービス事業者

口腔の健康
状態の評価 ⻭科医療機関

〇「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定
に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービス
に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う
実施上の留意事項について」別紙様式8を用いて口腔
の健康状態を評価。

〇「入院（所）中及び在宅等における療養中の患者に対
する口腔の健康状態の確認に関する基本的な考え方」
https://www.jads.jp/basic/index_2024.html
（令和6年3月 日本歯科医学会）等の関連学会が示す
口腔の評価及び管理に係る記載等を参考に。

https://www.jads.jp/basic/index_2024.html


２.（１）⑱ 介護保険施設における口腔衛生管理の強化

概要 【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

○ 介護保険施設において、事業所の職員による適切な口腔管理等の実施と、⻭科専門職による適切な口腔管理につ
なげる観点から、事業者に利用者の入所時及び入所後の定期的な口腔衛生状態・口腔機能の評価の実施を義務付け
る。【通知改正】

算定要件等

○ 当該施設の従業者又は⻭科医師若しくは⻭科医師の指示を受けた⻭科衛生士が入所者毎に施設入所時及び入所後
月に１回程度の口腔の健康状態の評価を実施すること。

○ 技術的助言若しくは指導又は口腔の健康状態の評価を行う⻭科医師若しくは⻭科医師の指示を受けた⻭科衛生士
においては、当該施設との連携について、実施事項等を文書等で取り決めを行うこと。

指示
日常的な口腔管理の提供

【介護保険施設】 入所者の口腔衛生の管理体制に係る計画を作成

入所者

介護職員⻭科医師 ⻭科衛生士 ⻭科衛生士

⻭科医師 施設職員

口腔の健康
状態の評価

令和６年度介護報酬改定追加事項

技術的
助言・指導

（年２回以上）

＜運営基準等における対応＞

〇「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取り組みについて」別紙様式6-1を参考に
口腔衛生管理体制計画を作成する。

〇同別紙様式6-3を参考に入所時及び月1回程度の口腔健康状態の評価を実施する。
※ただし、歯科医師等が訪問歯科診療、訪問歯科衛生指導、または口腔衛生管理加算等により口腔管理を実施している場合は、当該口腔の
健康状態の評価に代えることができる。

〇「入院（所）中及び在宅等における療養中の患者に対する口腔の健康状態の確認に関する基本的な考え方」
https://www.jads.jp/basic/index_2024.html
（令和6年3月 日本歯科医学会）等の関連学会が示す口腔の評価及び管理に係る記載等を参考に。

介護職員
が作成

https://www.jads.jp/basic/index_2024.html


２.（１）㉑ 退所者の栄養管理に関する情報連携の促進

概要
○ 介護保険施設から、居宅、他の介護保険施設、医療機関等に退所する者の栄養管理に関する情報連携が切れ目な

く行われるようにする観点から、介護保険施設の管理栄養士が、介護保険施設の入所者等の栄養管理に関する情報
について、他の介護保険施設や医療機関等に提供することを評価する新たな加算を設ける。【告示改正】

算定要件等
○対象者

・厚生労働大臣が定める特別食※を必要とする入所者又は
低栄養状態にあると医師が判断した入所者

○主な算定要件
・管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、

当該者の栄養管理に関する情報を提供する。
・１月につき１回を限度として所定単位数を算定する。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院 】

単位数
＜現行＞

なし
＜改定後＞

退所時栄養情報連携加算 70単位/回（新設）

※疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋
に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する
腎臓病食、 肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍食、貧血食、
膵臓病食、脂質異常症食、痛風食、嚥下困難者のた
めの流動食、経管栄養のための濃厚流動食及び特別
な場合の検査食（単なる流動食及び軟食を除く。）

介護保険施設A

自宅
（在宅担当医療機関） 介護保険施設B 医療機関

栄養管理に関する情報

＋

介護支援専門員

情報を共有する職種の例：医師、管理栄養士、看護師、介護職員等

提供栄養量、必要栄養量、食事
形態（嚥下食コード含む）、禁止
食品、栄養管理に係る経過等

〇「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一
体的取り組みについて」別紙様式4-2の様式例を参照し情報提供。

なお、必要とされる事項が記載されていれば、別の様式を利用し
てもよい。

〇同一月に再入院する場合は算定できない。

また、翌月に入院する場合においても前回入院時から利用者の
状況が変わらず、提供する内容が同一の場合は算定できない。

〇高血圧の入所者に対する減塩食（食塩相当量の総量が 6.0 グ
ラム未満のものに限る。）及び嚥下困難者（そのために摂食不良
となった者も含む。）のための流動食は、

介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護医療院
サービス及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の
療養食加算の場合と異なり、退所時栄養情報連携加算の対象と
なる特別食に含まれる。



２.（１）㉒ 再入所時栄養連携加算の対象の見直し

概要
○ 再入所時栄養連携加算について、栄養管理を必要とする利用者に切れ目なくサービスを提供する観点から、医療

機関から介護保険施設への再入所者であって特別食等を提供する必要がある利用者を算定対象に加える。
【告示改正】

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 、介護老人保健施設、介護医療院】

算定要件等
○対象者

＜現行＞
二次入所において必要となる栄養管理が、
一次入所の際に必要としていた栄養管理 と
は大きく異なる者。

＜改定後＞
厚生労働大臣が定める特別食※等を必要とする者。

※疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する腎臓病食、 肝臓病食、糖尿病食、胃
潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食、嚥下困難者のための流動食、経管栄養のための濃厚流動食及び特別な場合の検査食
（単なる流動食及び軟食を除く。）

〇高血圧の者に対する減塩食（食塩相当量の総量が 6.0 グラム未満のものに限る。）
及び嚥下困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、

介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護医療院サービス及び地域密着
型介護老人福祉施設入所者生活介護の療養食加算の場合と異なり、再入所時栄養連
携加算の対象となる特別食に含まれる。

介護保険施設A

医療機関の
管理栄養士

介護保険施設Aの
管理栄養士

再入所時栄養連携加算

【対象者】
厚生労働大臣が定める特別食等が必要な者

【算定要件】
栄養に関する指導又はカンファレンスに同席※し、医療機関
の管理栄養士と連携して、二次入所後の栄養ケア計画を作成
する。

施設移動
入院

自宅退所

施設退院
転院

自宅退院

入院前の
施設に
再入所

入院

栄養情報提供加算
（診療報酬）

退所時栄養情報連携加算（新設）
【対象者】
厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は、
低栄養状態にあると医師が判断した入所者。

【算定要件】
・管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、

当該者の栄養管理に関する情報を提供する。
・１月につき１回を限度として所定単位数を算定する。

自宅
（在宅担当医療機関）介護保険施設B 医療機関Ⅱ

※当該者等の同意を得たうえでテレビ電話装置等を活用して行う
ことも可能。

医療機関Ⅰ

栄養に関する情報連携のイメージ図

テレビ電話装置等も活用可能

下線部：Ｒ６報酬改定事項

＋
介護支援専門員



２.（３）② 自立支援促進加算の見直し

概要
○ 自立支援促進加算について、質の高い情報の収集・分析を可能とし、入力負担を軽減し科学的介護を推進する観

点から、以下の見直しを行う。
ア 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施 。

【通知改正】
イ LIFE への初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする 。【通知改正】
ウ 医師の医学的評価を少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す 。【告示改正】
エ 本加算に沿った取組に対する評価を持続的に行うため、事務負担の軽減を行いつつ評価の適正化を行う 。

【告示改正】

単位数
＜現行＞

自立支援促進加算 300単位/月
＜改定後＞
自立支援促進加算 280単位/月（変更）

（介護老人保健施設は300単位/月）

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

算定要件等
○ 医学的評価の頻度について、支援計画の見直し及びデータ提出の頻度と合わせ、少なくとも「３月に１回」へ見

直すことで、事務負担の軽減を行う。

○ その他、LIFE関連加算に共通した見直しを実施。
＜入力負担軽減に向けたLIFE関連加算に共通する見直し＞

・入力項目の定義の明確化や、他の加算と共通する項目の選択肢を統一化する。
・同一の利用者に複数の加算を算定する場合に、一定の条件下でデータ提出のタイミングを統一できるようにする。

２.（３）④ アウトカム評価の充実のための排せつ支援加算の見直し

概要
○ 排せつ支援加算について、介護の質の向上に係る取組を一層推進する観点から、以下の見直しを行う。

ア 排せつ状態の改善等についての評価に加え、尿道カテーテルの抜去についても新たに評価を行う 。【告示改正】
イ 医師又は医師と連携した看護師による評価を少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す。【告示改正】
ウ 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施 。【通知改正】
エ 初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする 。【通知改正】

【看護小規模多機能型居宅介護 、 介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健
施設、介護医療院】

算定要件等
○ LIFE関連加算に共通した見直しを実施。

＜入力負担軽減に向けたLIFE関連加算に共通する見直し＞
・ 入力項目の定義の明確化や、他の加算と共通する項目の選択肢を統一化する
・ 同一の利用者に複数の加算を算定する場合に、一定の条件下でデータ提出のタイミングを統一できるようにする

＜排せつ支援加算（Ⅰ）＞
○ 以下の要件を満たすこと。

イ 排せつに介護を要する入所者等ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看護師が施設入所時等に評価するとと
もに、少なくとも３月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、排せつ支援に当たって当該情報等を活用していること。

ロ イの評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、医師、看護師、介護支援専門員等が共同して、
排せつに介護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、支援を継続して実施していること。

ハ イの評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者等ごとに支援計画を見直していること。

＜排せつ支援加算（Ⅱ）＞
○ 排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、

・ 施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がないこと。
・ 又はおむつ使用ありから使用なしに改善していること。
・ 又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留置されていた者について、尿道カテーテルが抜去されたこと。

＜排せつ支援加算（Ⅲ）＞
○ 排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、

・ 施設入所時等と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一方が改善するとともに、いずれにも悪化がないこと。
・ かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善していること。



２.（３）⑤ アウトカム評価の充実のための褥瘡マネジメント加算等の見直し
概要 【看護小規模多機能型居宅介護 、 介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健

施設、介護医療院】
○ 褥瘡マネジメント加算（介護医療院は褥瘡対策指導管理）について、介護の質の向上に係る取組を一層推進する

観点から、以下の見直しを行う。
ア 施設入所時又は利用開始時に既に発生していた褥瘡が治癒したことについても評価を行う。【告示改正】
イ 加算の様式について 入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施。【通知改正】
ウ 初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする 。 【通知改正】

算定要件等
○ LIFE関連加算に共通した見直しを実施。

＜入力負担軽減に向けたLIFE関連加算に共通する見直し＞
・ 入力項目の定義の明確化や、他の加算と共通する項目の選択肢を統一化する
・ 同一の利用者に複数の加算を算定する場合に、一定の条件下でデータ提出のタイミングを統一できるようにする

＜褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）＞
○ 以下の要件を満たすこと。

イ 入所者又は利用者ごとに、施設入所時又は利用開始時に褥瘡の有無を確認するとともに、褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所
時又は利用開始時に評価し、その後少なくとも３月に１回評価すること。

ロ イの確認及び評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し、褥瘡管理の実施に当たって、当該情報その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のため
に必要な情報を活用していること。

ハ イの確認の結果、褥瘡が認められ、又はイの評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者又は利用者ごとに、医師、看護師、介
護職員、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作成していること。

ニ 入所者又は利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者又は利用者の状態について定期的に記録
していること。

ホ イの評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者又は利用者ごとに褥瘡ケア計画を見直していること。

＜褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）＞
○ 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、施設入所時等の評価の結果、褥瘡の認められた入所者等について、当

該褥瘡が治癒したこと、又は褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等について、褥瘡の発生のないこと。

＜褥瘡対策指導管理（ Ⅱ ）＞
○ 褥瘡対策指導管理（Ⅰ）に係る基準を満たす介護医療院において、施設入所時の評価の結果、褥瘡の認められた入所者等について、当該褥瘡が

治癒したこと、又は褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者について、褥瘡の発生のないこと。

３.（３）⑩ ユニット間の勤務体制に係る取扱いの明確化

概要 【短期入所生活介護★、短期入所療養介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、
介護老人保健施設、介護医療院】

○ ユニット型施設において、引き続き入居者等との「馴染みの関係」を維持しつつ、柔軟なサービス提供により、
より良いケアを提供する観点から、職員の主たる所属ユニットを明らかにした上で、必要に応じてユニット間の勤
務が可能であることを明確化する。【通知改正】



４.（２）③ 経過的小規模介護老人福祉施設等の範囲の見直し

概要 【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所生活介護】

○ 報酬体系の簡素化や報酬の均衡を図る観点から、離島・過疎地域以外に所在する経過的小規模介護老人福祉施設
であって、他の介護老人福祉施設と一体的に運営されている場合は、介護老人福祉施設の基本報酬に統合する。ま
た、同様の観点から、経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について、離島・過疎地域に所在する場
合を除き、地域密着型介護老人福祉施設の基本報酬に統合する。その際、１年間の経過措置期間を設ける。
【告示改正】

算定要件等

（１）平成三十年三月三十一日までに指定を受けた、入所定
員が三十人の指定介護老人福祉施設であること。

＜改定前＞
経過的小規模介護福祉施設サービス費を算定すべき指定介護
福祉施設サービスの施設基準（抄）

＜改定後＞
経過的小規模介護福祉施設サービス費を算定すべき指定介護
福祉施設サービスの施設基準（抄）

（１）平成三十年三月三十一日までに指定を受けた、入所
定員が三十人の指定介護老人福祉施設であること。

（２）離島又は過疎地域に所在すること又は離島又は過疎
地域以外に所在し、かつ、他の指定介護老人福祉施設
と併設されていないこと。

※「離島又は過疎地域」とは、離島振興法に規定する離島振興対策実
施地域、奄美群島振興開発特別措置法に規定する奄美群島、小笠原
諸島振興開発特別措置法に規定する小笠原諸島、沖縄振興特別措置
法に規定する離島、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置
法に規定する過疎地域（みなし過疎地域を含む。）をいう。

２.（２）③ ユニットケア施設管理者研修の努力義務化

概要 【短期入所生活介護★、短期入所療養介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、
介護老人保健施設、介護医療院】

○ ユニットケアの質の向上の観点から、個室ユニット型施設の管理者は、ユニットケア施設管理者研修を受講する
よう努めなければならないこととする。【省令改正】



概要 【訪問系サービス★、多機能系サービス★、福祉用具貸与★、居宅介護支援】

○ 過疎地域その他の地域で、人口密度が希薄、交通が不便等の理由によりサービスの確保が著しく困難であると認
められる地域であって、特別地域加算の対象として告示で定めるものについて、前回の改正以降、新たに加除する
必要が生じた地域において、都道府県及び市町村から加除の必要性等を聴取した上で、見直しを行う。

５．③ 特別地域加算の対象地域の見直し



３.（１）① 介護職員の処遇改善②

算定要件等
○ 一本化後の新加算全体について、職種に着目した配分ルールは設けず、事業所内で柔軟な配分を認める。
○ 新加算のいずれの区分を取得している事業所においても、新加算Ⅳの加算額の１/２以上を月額賃金の改善に充て

ることを要件とする。
※ それまでベースアップ等支援加算を取得していない事業所が、一本化後の新加算を新たに取得する場合には、収入として新たに増

加するベースアップ等支援加算相当分の加算額については、その２/３以上を月額賃金の改善として新たに配分することを求める。

※︓加算率は訪問介護のものを例として記載。

対応する現⾏の加算等（※） 新加算の趣旨

新
加
算
（
介
護
職
員
等
処
遇
改
善
加
算
）

Ⅰ 新加算（Ⅱ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 経験技能のある介護職員を事業所内で⼀定割合以上配
置していること（訪問介護の場合、介護福祉士30%以上）

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7%】

b. 特定処遇加算（Ⅰ）
【6.3%】

c. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

事業所内の経験・技
能のある職員を充実

Ⅱ 新加算（Ⅲ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 改善後の賃⾦年額440万円以上が１⼈以上
• 職場環境の更なる改善、⾒える化【⾒直し】
• グループごとの配分ルール【撤廃】

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7%】

b. 特定処遇加算（Ⅱ）
【4.2%】

c. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

総合的な職場環境改
善による職員の定着
促進

Ⅲ 新加算（Ⅳ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7％】

b. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

資格や経験に応じた
昇給の仕組みの整備

Ⅳ • 新加算（Ⅳ）の1/2（7.2%）以上を⽉額賃⾦で配分
• 職場環境の改善（職場環境等要件）【⾒直し】
• 賃⾦体系等の整備及び研修の実施等

a. 処遇改善加算（Ⅱ）
【10.0%】

b. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

介護職員の基本的な
待遇改善・ベース
アップ等

既存の要件は⿊字、新規・修正する要件は赤字加算率（※）

【14.5%】

【18.2%】

【22.4%】

【24.5%】

新加算（Ⅰ〜Ⅳ）は、加算・賃⾦改善額の職種間配分ルールを統⼀。（介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に
重点的に配分することとするが、事業所内で柔軟な配分を認める。）



処遇改善加算算定の基本事項

・新加算等の算定額に相当する介護職員その他の職員の賃金（基本給、手当、賞与等（退職手当を除く。以下同じ）を含
む。）の改善を実施する。この際、基本給、手当、賞与等のうち対象とする項目を特定した上で行う。

・特別事情届出書の届出を行う場合を除き、特定した項目を含め、賃金水準を低下させてはならない。

・基本給による賃金改善が望ましい。

・令和6年度に5年度と比較して増加した加算額は、過去の賃金改善実績に関わらず、新たに増加した新加算等の算定額に
相当する介護職員その他の職員の賃金改善を新規に実施する。

なお、これは基本的にベースアップ（賃金表の改定により基本給又は決まって毎月支払われる手当の額を変更し、賃金水準
を一律に引き上げることをいう。）により行うこと。ただ、これが困難な場合、必要に応じてその他の手当て、一時金等を組み
合わせて実施しても差支えない。

・令和6年度に5年度と比較して増加した加算額の一部を、令和7年度に繰り越して7年度分の賃金改善に充ててもよい。
（令和6年度に、仮に5年度末時点で算定していた旧3加算を継続算定する場合に見込まれる加算額と、令和6年度の新加
算等の加算額を比較して増加した額を条件とする。）

キャリアパス要件Ⅰ、Ⅲについて…

常時雇用する者の数が 10 人未満の事業所等など、労

働法規上の就業規則の作成義務がない事業所等にお
いては、就業規則の代わりに内規等の整備・周知により
要件を満たすこととしても差し支えない。

具体的には、新加算等を算定する事業所又は併設する本体
事業所においてサービス類型ごとに、「介護職員等処遇改善
加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様
式例の提示について」別紙１表４に掲げるサービス提供体制
強化加算、特定事業所加算、入居継続支援加算又は日常生
活継続支援加算の各区分の届出を行っていること。





令和7年度以降の職場環境等要件について

・新加算Ⅰ又はⅡを算定する場合、職場環境等の改善に係る取組について、ホームページへの掲載等により公表すること。

具体的には、介護サービスの情報公表制度を活用し、新加算の算定状況を報告するとともに、職場環境等要件を満たすために実施した取組項目及びその具体
的な取組内容を「事業所の特色」欄に記載すること。当該制度における報告の対象となっていない場合等には、各事業者のホームページを活用する等、外部か
ら見える形で公表すること。

・生産性向上推進体制加算を算定している場合には、「生産性向上（業務改善及び働く環境改善）のための取組」の要件を満たすものとする。

・１法人あたり１の施設又は事業所のみを運営するような法人等の小規模事業者は、 「生産性向上（業務改善及び働く環境改善）のための取組」㉔を実施してい
れば、生産性向上のための取組の要件を満たすものとする。

・「生産性向上のための取組」について参考となるもの
厚生労働省「介護分野における生産性向上ポータルサイト」 https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/index.html

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/index.html


介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について 別紙様式７

介護職員等処遇改善加算等に関するQ&A

問２－１－２
新加算等による賃金改善以前の賃金が年額 ４４０万円以上である職員であっても、新加算等による賃金改善の対象に含めることは可能か。

A.旧特定加算に係る従前の取扱いと異なり、令和６年度以降は、新加算等による賃金改善以前の賃金が年額 ４４０万円以上である職員で
あっても、新加算等による賃金改善の対象に含めることができる。

問５－２－１
新加算等による賃金改善後の年収が ４４０ 万円以上（令和６年度にあっては旧特定加算相当による賃金改善の見込額が月額８万円以上とな
る場合を含む。以下同じ。）かを判断するにあたっての賃金に含める範囲はどこまでか。

A. 「処遇改善後の賃金が役職者を除く全産業平均賃金（４４０万円）以上」の処遇改善となる者に係る処遇改善後の賃金額については、手当

等を含めて判断することとなる。なお、処遇改善後の賃金「４４０万円」については、社会保険料等の事業主負担その他の法定福利費等は含
めずに判断する。



計画書及び実績報告書提出について

地域密着型サービスに加え総合事業の指定を受けている場合は、
指定権者それぞれに計画書及び実績報告書を提出ください。

〇地域密着型サービス➙介護保険課 〇総合事業➙高齢者支援課

【介護保険課】
地域密着型サービス

【高齢者支援課】
総合事業

個人情報保護の観点から、また、送受信時
のトラブルに備える点から、提出用ページ
での提出を推奨いたします。

松阪市ホームページ「介護職員処遇改善加
算及び介護職員等特定処遇改善加算につ
いて」ページ内に、URLと二次元バーコード
を記載しています。

処遇改善加算等の内容について、計画書を用いて“全ての職員に周知すること”
が必須条件です。就業規則等で定める内容についても周知してください。

他市町村や県から指摘を受け、計画書の内容が変更になった際は、松阪市にも
計画書又は実績報告書の再提出をお願いします。

処遇改善加算等の留意事項

下記に処遇改善加算等に関する厚生労働省のQ＆A等が掲載されています。

〇松阪市役所ホームページ
https://www.city.matsusaka.mie.jp/site/kaigohoken/shoguukaizen.html
〇三重県ホームページ
https://www.pref.mie.lg.jp/CHOJUS/HP/85456022998-02-01-03_00017.htm
〇厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202201_42226.html

https://www.city.matsusaka.mie.jp/site/kaigohoken/shoguukaizen.html
https://www.pref.mie.lg.jp/CHOJUS/HP/85456022998-02-01-03_00017.htm
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202201_42226.html


変更届出書の提出が必要な場合

①会社法（平成 17 年法律第 86 号）の規定による吸収合併、新設合併等により、計画書の作成単位が変更となる場合
→介護職員等処遇改善加算 別紙様式４ 変更に係る届出書（以下「変更届出書」という。）及び別紙様式２－１を提出。

② 複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う事業者において、当該申請に関係する介護サービス事業所等に増減（新規指定、
廃止等の事由による。）があった場合

→変更届出書及び以下に定める書類を提出すること。
・ 旧処遇改善加算については、別紙様式２－１の２⑴及び別紙様式２－２
・ 旧特定加算については、別紙様式２－１の２⑴及び３⑹並びに別紙様式２－２
・ 旧ベースアップ等加算については、別紙様式２－１の２⑴及び３⑶並びに別紙様式２－２
・ 新加算については、別紙様式２－１の２⑴、３⑵及び３⑹並びに別紙様式２－３及び２－４

③ キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲに関する適合状況に変更（算定する旧処遇改善加算及び新加算の区分に変更が生じる場合に限る。）があった場合
→キャリアパス要件の変更に係る部分の内容を変更届出書に記載し、別紙様式２－１の２⑴及び３⑷から⑺まで並びに別紙様式２－２、２－３

及び２－４を提出すること。

④ キャリアパス要件Ⅴ（介護福祉士等の配置要件）に関する適合状況に変更があり、算定する加算の区分に変更が生じる場合
→介護福祉士等の配置要件の変更の内容を変更届出書に記載し、別紙様式２－１の３⑺並びに別紙様式２－２、２－３及び２－４を提出すること。

また、喀痰吸引を必要とする利用者の割合についての要件等を満たせないことにより、入居継続支援加算や日常生活継続支援加算を算定でき
ない状況が常態化し、３か月以上継続した場合も、同様に変更の届出を行うこと。
このように加算の区分が変わる場合は、介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書も提出すること。

⑤ 算定する新加算等の区分の変更を行う場合及び新加算等を新規に算定する場合
→変更届出書及び以下の様式を記載すること。また、介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書も必要。
・ 旧処遇改善加算、旧特定加算及び旧ベースアップ等加算については、別紙様式２－１及び２－２
・ 新加算については、別紙様式２－１、２－３及び２－４

⑥ 就業規則を改訂（介護職員の処遇に関する内容に限る。）した場合
→当該改訂の概要を変更届出書に記載すること。なお、この⑥に係る変更のみである場合は、実績報告書提出の際に合わせて提出すればよい。



介護サービス相談員派遣等事業について

〇介護保険制度における位置付け

 地域支援事業の任意事業（介護サービスの質の向上に資する事業）として実施（国の負担割合：３８．５％）

 介護サービス提供事業者は、市町村が実施する本事業に協力するよう努める義務（努力義務）を規定

介護サービス提供事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した介護サービスに関する利用者からの苦情に関して市町村等が派遣する者が相談及び
援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。

【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号）第３４条第２項 ほか】

〇松阪市介護サービス相談員とは…

 基本カリキュラムによる４０時間以上の介護サービス相談員養成研修を修了した方が、松阪市からの依頼を受けて活動。

 派遣対象先は、介護保険サービスを提供する施設・事業所、食事提供サービス等を提供する住宅型有料老人ホーム及び安否確認・生活相談
サービス等を提供するサービス付き高齢者向け住宅です（「事業所等」といいます）

 介護サービス相談員は、事業所等を訪問して利用者等からサービス等についての希望や疑問、不満などをお聞きし、利用者等に分かりやす
く説明することで疑問を解消したり、内容によっては事業所等に伝えたりすることで、利用者と事業所等の橋渡しの役割を担っています

 介護サービス相談員から聞いた利用者等の声を事業所等が検討することで、問題の改善やサービスの質の向上をはかります。

サービス提供
の場を訪問

利用者等から
話を聞く

市町村（事務
局）へ報告

事業者へ
報告・提案

利用者・家族
への説明

1か月に1回程度、介護サービス
相談員1人が訪問します。

活動報告書を作成し報告。また、月に1度介護
サービス相談員と松阪市の連絡会を開催し、
相談内容の報告や意見交換を行っています。

活動報告書を作成し報告。
内容によっては、意見交換
やサービス改善を提案。

次回以降訪問時にもサービス
の改善状況を確認

相談を聞いたままにせず、
改善状況を伝える。

直近の訪問では…

・事業所が指定するフロア内で1時間程度自由に利用者に声掛け。
・事業所が指定する面会室において、事業者が指定した利用者2人と話。
（1人ずつ、それぞれ15分ほど話。）

など、利用者との面会方法は様々。事業所の要望をお伺いし、面会方法を決めます。

介護サービス相談の流れ



介護サービス相談員受入れにより…

 介護サービス相談員を通して利用者の日常の声を聞くことは、提供するサービス
の改善点を探る重要な手がかりになり、サービスの質的な向上につながります。

 介護サービス相談員と利用者の何気ない会話から、利用者の新たな一面を発見で
きるかもしれません。

 介護サービス相談員に相談や要望、悩み等を話すことで本人が安心し、精神的な
安定にもつながるという声もあります。

 介護サービス相談員が利用者の疑問や不満を聞き取り、それらを事業所等と解消
することにより、大きな苦情を回避できるかもしれません。

 「介護サービスの質の確保、透明性の確保等」において、介護サービス相談員を
受け入れることは「施設が開放的になるような取組みを行っている」として評価
されます。

担当者職・氏名 
 
TEL 
 
FAX 
 
メールアドレス 

 

様式第 2号（第 4条関係） 

松阪市介護サービス相談員派遣申出書 
 年  月  日 

（宛先）松 阪 市 長 
 

                     申出人（運営事業者） 
     所在地 
     事業所名 
         代表者名         
     連絡先 

       
 

 
松阪市介護サービス相談員の派遣を希望しますので、松阪市介護サービス相談員派遣等

事業実施要綱に基づき、下記のとおり申出ます。 

 
 

介護サービス 
事業所 

事業所の名称  

事業所の所在地  

事業の種類  

https://www.city.matsusaka.mie.jp/site/kaigohoken/soudanin.html

検討される事業所は事務局（介護保険課）までご相談ください。

派遣事業所を募集しています！

「入所施設」「通所施設」
「有料老人ホーム」

「サービス付き高齢者向け住宅」
併設事業所の有無関係なく募集しています。

https://www.city.matsusaka.mie.jp/site/kaigohoken/soudanin.html


松阪市介護保険サービス事業者等集団指導
アンケートについて（第１部）

本日の内容について、アンケートのご回答をお願いします

【松阪市ホームページへ掲載（7月18日12時公開）】
URL：https://logoform.jp/form/TY2e/25255

回答期限：令和６年７月３１日（水）

https://logoform.jp/form/TY2e/25255

